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主 文

ユ 原告の被告に対する， 高橋清に９億円及ぴこ
れに対する平 成１７

年 １ 月 １ ５ 日 か ら 支 払 済 み ま で 年 ５ 分 の 割 合 に よ る 金 員 を 請 求 す る Ｉ

よ う 求 め る 訴 え を 却 下 す る。

２ 原 告 の そ の 余 の 請 求 を 棄 却 す る。

３ 訴 訟 費 用 は 原 告 の 負 担 と す る。

事 実 及 ぴ 理 由

第１ 請求

被告は， 高橋清及ぴ阿部孝夫に対 してそれぞれ９億円及
ぴこれに 対する平成

１７年１月 １５貝から支払済みに至るまで年５分の割合による金員， 株式会杜

横 浜 銀 行 に 対 し て ４ 億 ５ ０ ０ ０ 万 円 及 ぴ こ れ に 対 す る 同 目 か ら 支 払 済 み に 至 る
．

まで年 ５分の割合による金員， 株式会杜みずほ銀
有及び川崎信用金虜 に対 して

そ れ ぞ れ ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円 及 び こ れ に 対 す る 同 日 か ら 支 払 済 み に 至 る ま で 年 ５

分の割合 による金員を請求せよ。

第２ 事案の概要

１ 事案の要旨

川 崎 市 （以 下， た ん
．に 「市」 と ち い う。） は， か わ

さ き 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ

．１． 横 浜 地 方 裁 判 所

ル株式会 杜 （以下 「訴外会杜」 という。）
が第三セクター方式で股 立されるに

際 し て， 株 式 会 杜 横 浜 銀 行
（以 下 ｒ横 浜 銀 行」 と い う。）， 株 式 会 杜 み ず ほ 銀

行 （当時の株式会杜第一勧業銀行。 以下
「みずほ銀行」 という。） 及 ぴ川崎信

用金庫 （これらの金融機関を以下 「本伜各金融機閲」 という。） との間で， 本

例：各 金 融 機 関 の 訴 外 会 杜 に 対 す る 融 資 に っ い て， 本例：各 金 融 機 関 が 損 失 を 被 っ

た 場 合 に は， そ の 損 失 を 補 償 す る 旨 の 協 定 （以 下
『本 件 協 定」 と い う。） を 締

結 し た 。

そ の 後， 川 崎 市 は１ 訴 外 会 杜 が 破 産 宣 告 を 受 け た こ と か ら！
本 件 各 金 融 機 関

と の 問 で， 横 浜 銀 行 に 対 し て ４ 億 ５ ０ ０ ０ 万 円， み ず
ほ 銀 行 （当 時 は 株 式 会 杜

み ず ほ ブ ロ ジ ェ ク ト）及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 に 対 し て そ れ ぞ れ ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円（以１

下， 併せて
『本件損失補償金」 とい う。） を支払う旨の 和解契約 （以下

「本件

和 解 契 約」 と い う。） を 締 緒 し． 同 金 額 を 支 払 っ た。

本件 は， 川崎市内に事務所を置く杜団である原告が， 本件協定は
ｒ法人に対

する政府の財政援助の制限に関する法律」 （以下 『財政援助制限法」 という。）

３条に遠反 し， 無効であるか亭
二 本件損失補債金の支出は違法な公 金の支出で

あ る と し て， 被 告 に 対 し 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 の ２ 第 １ 項 ４ 号 に 基 づ き， ① 本

件協定を締結した当時の川崎市長である高楡清（以下「高橋元市長」という。）１

及ぴ本件損失補債金の支出命 令を発 した川崎市長である阿部孝夫 （以下 『阿部

市 長」 と い う。） に， そ れ ぞ れ ９ 億 円 及 ぴ こ れ に 対 す る 支 払 日 の 翌 日 か ら の 遅

延損害金の賠債を請求するように求めるとともに． ② 本件各金融機関に対し

て不当利得と して上記各損失補償 金及びこれに対する同日以降の利息の支払を

請求するよう求めた享案である。

．２． 横 浜 地 方 裁 判 所



２ 基礎となる事実

（１〕 当事者等

ア 原 告 は， 会 則 に お い て 「川 崎 市 を 中 心 に 地 方 公 共 団 体 等 の 不 正 ・ 不 当 な

行 為 を 監 視 し、 そ れ ら を 是 正 す る こ と」 を 日 的 と し て 掲 げ た． 川 崎 市 内 に

事務所 を置＜権利能カなき杜団である。

イ 高 橋 元 市 長 は・ 平 成 １ ３ 年 １ １ 月 ま で 川 崎 中 長 の 職 に あ り， 平 成 ６ 年 当

時 も そ の 職 に あ っ た 者 で あ る。

阿 部 市 長 は， 平 成 １ ３ 年 １ １ 月 １ ９ 日 に 川 崎 市 長 に 就 任 し， 現 在 ま で そ

の 職 に あ る 者 で あ る。

ウ 訴外会杜は。 港湾連送事…業， コンテナターミナル及ぴそれに付随する関

連 施 設 の 運 営、 管 理。 清 掃 及 ぴ 讐 備 保 障、 海 上 運 送 事 業 の 代 理 業， 通 関 業

等 を 行 う こ と を 日 的 と し て， 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 日 に 第 三 セ ク タ ー 方 式 に よ

り 設 立 さ れ た 株 式 会 杜 で あ る。 な お， 川 崎 市 は， 訴 外 会 杜 の 設 立 に 際 し て，

資 本 金 ６ 億 円 の う ち ３ 億 １ ０ ０ ０ 万 円 を 出 資 し た （甲 １， ４， ２ ５）。

１２〕 本件協 定の締緒

ア 本 件 協 定 の 締 結 に 先 立 っ て．， 平 成 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日 開 催 の 平 成 ６ 年 第 １ 回

川 崎 市 議 会 定 例 会 に お い て， 「仮 称 か わ さ き 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 株 式 会

杜の事業資金借入れに伴う金融機関等に対する損失 補償」 について， 期間

を平成６年度から債務消滅時までと し， 限度額を９億円とすることを内容

とする債務負担行為等に係 る同年度川崎市港湾整備事業特別会 計予算が可

決 さ れ た （甲 ５ ０）。

イ 本 件 各 金 融 機 関， 訴 外 会 杜 及 ぴ 川 崎 市 は， 同 年 ５ 月 １ ０ 日， 以 下 の と お

一３一 横 浜 地 方 裁 判 所

り， 訴外会杜事業資金融資に関する協定書（本件協定）を孕り交わした
（甲

３，
乙 ２ ３）。 な お、 同 協 定 の 締 結 は 港 湾 局 長 の 専 決 に よ り 行 わ れ た （甲

４ ９）
。

第１条 （融資限度額）

本件各金融機関の訴外会杜に対する融資額は， 毎年度川崎 市特別
会計

予算に定める川崎市の訴外会杜に対する損失補償額を限度とする。 ただ

し． 個 別 案 件 の 融 資 の 時 期． 金＝額 に っ い て は． 金 融 経 済 情 勢 等 勘 案 し，

その都度， 本件各金融機関及 ぴ訴外会杜が協議により決
定する。

第２条 （融資比率）

前条の融資限度額に対する本件各金融機関の融資比率は， 横浜銀行が

５ ０ ％． み ず ほ 銀 行 及
ぴ 川 崎 信 用 金 庫 が そ れ ぞ れ ２ ５ ％ と し， そ れ ぞ れ

分 担 融 資 す る。

第３条 （融責条件）

この協定に基づく 本件各金融機関の訴外会杜に対する融資条件は． 次

の 各 号 に よ る。

（１〕 使 途 は、 訴 外 会 杜 の 定 款 に 定 め る 業 務 に 関 す る 資 金 と す る。

ω 期 間， 償 還 方 法、 利 率 及 ぴ 利 息 の 支 払 方 法 は 別 に 差 入 れ る 借 入 証 書

及 び 借 入 中 込 書 に 記 載 の と お り と す る。

第４条 （融資形式）

１ 項 融 責 の 形 式 は、 証 書 貸 付 又 は 手 形 貸 付 と す る。

２ 項 訴 外 会 社 は， 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し， あ ら か じ め 銀 行 取 引 約 定 書，

あるいは信用 金Ｉ庫取引基本契約証書を， ま
た融資の都度， 借入証書

．４． 横 浜 地 方 裁 判 所



及ぴ借入中込書を差入れるちのとする。

３ 項 訴 外 会 杜 は． 前 項 の 約 定 書 及 ぴ 証 書 の 各
条 項 を 遵 守 す る。

第５条 （損失補償）

１項 この協定に基づく 本件各金融機関の訴外会杜に対する融 資にっい

て， 本 件 各 金 融 機 関 が 損 失 を
被 っ た 場 合， 川 崎 市 は 次

項 以 下 に よ り，

そ の 損 失 を 補 償 す る も の と す る。

２項 訴外会杜がこの協定に基づく 借入債務 （以下 「本債務」 という。）

に っ い て． 本 件 各 金 融 機 関 の 催 告
に も か か わ ら ず， そ の 最 終 弁 済 期

限 後 ３ か 月 を 経 過 し て も， 本 債 務 全 額 （利 息 を
含 む。 以 下 同 じ。）

を 弁 済 し な か っ た と き は，
本 件 各 金 融 機 関 は 川 崎 市 に 対 し， そ の 被

っ た 損 失 の 補 償 を 請 求 す る。

３項 本件各金融機関は． 訴外会杜が解散等によって
期 限の利益を失っ

た 場 合 は，本 債 務 全 額 に つ い て そ の
期 限 が 到 来 し た も の と み な し て，

前項により川崎市に損失の補償を請求するものとする。

４項 川崎市は， 前２項により本件各金融
機関から損 失補債の請求を受

けたときは， 遅滞なく 損失楠債金を本件各
金融機 関に交付する。 こ

の場合， 損失補債と して交
付する金額は本債務残 高と交付の日まで

の未払利息及ぴ遅滞利 息の合計額とする。

第６条 （報告・計画書の提出）

訴外会社は各事業年度ごとに， 過年度の決算報
告書， 当該年 度の事業

計画及び資金計画を本件各金融機関に提出するものとする。

第７条 （協定の有効期限）

．５． 横 浜 地 方 裁 判 所

こ の 協 定 は．
平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 日 か ら 平 成 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 効 カ を

有 す る も の と す る。 た だ し， こ の
契 約 期 問 満 了 の １ か 月 前 ま で に 当 事 者

のいずれか一方から解約の意恩表示をしないときは． さらに１年問同一

条 件 を も っ て 延 長 さ せ る も の と し． 以 後 も
ま た 同 様 と す る。

第８条 （その他）

こ の 協 定 に 定 め た 事 項 の 変 更， そ
の 他 必 要 と 認 め ら れ る 事 項 に っ い て

は， そ の 都 度，
本 件 各 金 融 機 関， 訴 外 会 社 及 ぴ 川 崎

市 が 協 議 の う え 決 定

す る も の と す る。

ウ 本 件 各 金 融 機 関 は，
訴 外 会 杜 に 対 し， 設 備 資 金 及 ぴ 事 業 資

金 等 と して，

’
平 成 ６ 年 ５ 月 １ ９ 日 に １ 億 円 （横 浜 銀 行 が ５ ０ ０ ０ 万 円， み ず ほ 銀 行 及 ぴ

川 崎 信 用 金 慮 が そ れ ぞ れ ２ ５ ０ ０ 万 円）， 同 年 １ １月 １ ５ 日
に ６ 億 円 （横

浜 銀 行 が ３ 億 円， み ず ほ
銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 慮 が そ れ ぞ れ １ 億 ５ ０ ０ ０ 万

円）， 平 成 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 に １ 億 円
（横 浜 銀 行 が ５ ０ ０ ０ 万 円， み ず ほ 銀

行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 が そ れ ぞ れ ２ ５ ０ ０ 万 円） を 貸 し 付 け た （合 計 ８ 億 円。

以 下 「本 件 貸 付」 と い う。 甲 ７ ３ の ２）。

１３〕 その後の経緯

ア 訴 外 会 社 は， 平 成 ７ 年 ９ 月 ７ 日 付 け で 川 崎
市 長 に 対 し， 以 下 の 内 容 の

『訴

外会 杜専業資壷借入れに伴う倫融機関への経営指導念書の提出方依頼にっ

い て」 と 題 す る 書 面 （甲 ７ ９） を 提 出 し た。

「当杜事業資金の借入債務にっいて川 崎市の損失補債がなくなったこと

から，
借入条件等について協調融責団の代表幹事銀行の横浜銀行ほかと協

議を してまいりま したが， 今後の融資にっいて
信用融資 （無担保） で川崎

．６． 横 浜 地 方 裁 判 所



市 から経営指導念書を差入れることで合意 しま したので念書の 発行方よろ

し く お 願 い 申 し 上 げ ま す。

なお。 念書にっ いては， 本件各金融機関にそれぞれ発行してい た牟きた

く 併 せ て お 願 い 申 し 上 げ ま す。」
一

イ 川 崎 市 は， 同 年 ９ 月 ２ ５ 目 付 け で 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し． 以 下 の 内 容 の

「訴外会杜事業資金借入に対する指導育成につ いて」 と題する書面 （甲５

１， ８ ３） を 提 出 し た。 な お． そ の 後 也 川 崎
市 は こ れ と 同 旨 の 文 書 を 本 件

各 金 融 機 関 に 対 し て 定 期 的 に 差 し 入 れ た （甲 ５ ２ な い し ５ ７， ８ ４ な い し

８ ８ ）
。

「川崎市におきま して は， 平成７年度 からの 訴外会杜の事業資金借入に

っ い て は、 白 治 省 か ら の 通 達 に よ り， そ の 損 失 補 借 を 見 合 わ せ る こ と に い

た し ま し た
。

つ き ま し て は， 誠 に 勝 手 な お 願 い と は 存 じま す が． 同 杜 の 借 入 金 償 務 に

関 し， 川 崎 市 は 貴 行 に 対 し， ご 迷
患 を お か け し な い よ う， 同 杜 の 経 営 に 関

し 充 分 な 指 導 ・ 監 督 を 行 う 所 存 で ご ざ い ま す の で， 貴 行 の
ご 融 資 に 関 し、

何卒格別なるご高配を賜りますようお願い申し上げま す。」

ウ 訴 外 会 杜 は， 本 件 貸 付 後 も， 本 件 各 金 融 機 関 か ら 借 入 れ を 行 い， 借 入 元

未 総 額 は 最 終 的 に ５ ４ 億 円 に 達 し た が， 川 崎 市 は， 上 記 の と お り の 方 針 に

よ り， 前 記１２〕ア の 特 別 会 計 予 算 の ほ か に は 予 算 措 置 を と ら な か っ た （乙 ２

４
，
２ ９ ）
。

１４〕 訴外会杜の破産

川 崎 市 は， 平 成 １ ６ 年 １ 月 ２ ６ 日． 横 浜 地 方 裁 判 所 川 崎 支 部 に 対 し， 訴 外
Ｉ

．７． 横 浜 地 方 裁 判 所

会杜に対して本件協定に基づく 求債権等を有する債権者として， 同杜の破産

手 続 開 始 の 申 立 て を す る と と も に （甲 ６ ９）， 保 全 管 理 命 令 の 申 立 て を 行 い，

同 裁 判 所 は， 同 日， 訴 外 会 杜 に っ き 保 全 管 理 人 に よ る 管 理 を 命 じ る 旨 の 決 定

を し た （乙 ２ ５）。

同 裁 判 所 は． 同 年 ３ 月 １ ２ 日 午 後 ５ 時， 訴 外 会 杜 を 破 産 者 と す る 旨 決 定 し

（甲 ７ ０）， 同 年 ７ 月 ６ 日 及 ぴ 同 年 １ ２ 月 １ ４ 日 に 開 催 さ れ た 償 権 者 集 会 を

経 て （負 債 総 額 は 約 ６ ８ 億 円 と 報 告 さ れ た。）． 同 日． 破 産 財 団 を も っ て 破

産手続の費用を支弁するのに不足すると認め， 破産手続を廃止する 旨決定 し

た （ 乙 ２ ６
， ２

７）
。

同 本 件和解契約

ア 川 崎 市 と 本 件 各 金 融 機 関 は 協 議 の 上、 平 成 １ ６ 年 １ ２ 月 ２ ７ 日， 訴 外 会

杜に対する事業資金の 融資に関する損失補償にっいて， 以下のとおり和解

し た （本 件 和 解 衰 約。 乙 ３ １， ３ ２）。 な お． 訴 外 会 祉 は， 本 件 貸 付 後，

本件各金融機関との間でその弁済期を変更する旨の合意を繰り返 していた

が
， み ず ほ 銀 行 に 対 し て は 平 成 １ ４ 年 １ １ 月 １ 日， 横 浜 銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用

金 慮 に 対 し て は 平 成 １ ５ 年 ５月 １ 日 に 期 限 の 利 益 を 喪 失 し， 既 に そ れ ぞ れ

の 債 務 に っ い て は 弁 済 期 が 到 来 し て い た （甲 ５ ８， ６ ９， ７ ３ の ２， ７ ７，

乙 ２ ４）。

第１条

本件協定の 規定に基づく損失補償に係 る損失の額の確 定日は， 訴外会

杜 の 破 産 廃 止 の 決 定 の 日 と す る。

第２条
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川 崎市は， 本件各金融機関の訴外会杜
に対する事業資金の融 資に関す

る 損 失 補 償 と し て． 横 浜 銀 行 に 対 し
金 ４ 億 ５ ０ ０ ０ 万 円、 み ず ほ 銀 行 に

対 し 金 ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円， 川 崎
信 用 金 虜 に 対 し 金 ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円 の 支

払 義 務 が あ る こ と を 認 め， こ れ ら
を 和 解 成 立 日 か ら １ か 月 以 内 に， 本 件

各金 融機関の指定する各口座に振り込む方法により支払う。

第３条

本 件 各 金 融 機 閲 は， 川 崎 市
１
に 対 し， 本 件 に 閲 す る そ の 余 の 請 求 を 放 棄

す る
。

第４ 条

川 崎 市 と 本 件 各 金 融 機 関 と の 間 に は， 本 件 に 関 し， 本 和 解 条 項 に 定 め
’

る ほか， 何らの
債権債務の存在 しないことを相亙に確認する。

第５条

本 件 和 解 費 用 は， 各 自 の 負 担 と す る。

イ 平 成 １ ７ 年 １ 月 ７ 日， 上 記 ア の 合 計 ９ 億 円 （本 件 損 失 補 伐 金） に っ い て

支 出 命 令 が 発 令 さ れ， 同 月 １ ４ 日 に 支 出 さ れ た （乙 ３ ３）。．

（６） 住民監査請求及ぴ監査の緒果 （甲 ７２， ７３）

原 告 は． 同 年 ３ 月 ７ 日， 川 崎 市 監 査 委 員 に 対 し， 本 件 損 失 補 償 金 の 支 出 は

財政援助 制陣法３条が禁止する保証契約 の脱法的支払であって違法， 不当な

公金の支 出であるとして， 本件協定の締結責任者で
ある商橋 元市長及ぴ本件

協定に基づく現実の支払責任者である阿部市長に対し， 損害賠｛書請求を行う

ことを求めて． 住 民監査請求をレた （以下
「本件監査請求」 とい う。）。

川 崎 市 監 査 委 員 は１ 同 年 ４ 月 ２ ６ 日 付 け で， 原
告 に 対 し， 原 告 の 上 記 監 査

．ｇ。 横 浜 地 方 裁 判 所

第３

１

２

第４

１

請求のうち高橋元市長に対 し損害賠償 請求をすることを求める部分にっいて

は 監 査 諦 求 期 間 を 徒 過 し， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項
た だ し 書 に い う 「正 当 な

理由」 も認められないと して却下 し． その余の請求については、 監
査委員４

名の意 見が一致せず合議が整わなかった旨の監査結果を通知 した。

争点

本 件 監 査言青求 は， 監 査 請
求 期 間 を 遵 守 し て さ れ た も の か ど う か。

ま た、 本 件 監 査 請 求 が 監 査 請 求 期 間 後 に さ れ た と す
れ ば， こ の 点 に っ い て 原

告 に は 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 に い う 正 当 な 理 由 が あ る か ど う か。

本件協定は財政援助制限法３条に反 する遠法なものであるかどうか。

また， 本件損失補償金が支出されたことについて， 高橋元
市長及び阿部市長

は市に対 し損害賠償をすぺき義務があるかどラか， 本件各金融機関は市に対し

本件損失補債金を不当利得として返還すぺきかどうか。

争点に関する当事者の主張

争点１ （監査謂求 期間の遵守等） について

【被告の主張】

ω 監査請求期問の起算点について

ア同 住民監査請求は財務会計上の行為又は怠る事実を対象と して行われる

ち の で あ り， 行 為 に っ い て の 監 査 請 求 は，
当 該 行 為 の あ っ た 日 又 は 終 わ

っ た 日 か ら １ 年 を 経 過 し た と き は， こ れ を す る こ と
が で き な い も の と き

れ て い る （地 方 白 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文）。

そ し て、 こ こ に い う 行 為 と は， 支 出 負 担 行 為１ 支 出
命 令 及 ぴ 支 出 （狭

義） という個々の具体的な財務会 計上の行為をいうから， 監査請求期間
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はこれらの各行為ごとに当該行為のあった日から各別に計算される （最

高 裁 判 所 平 成 １ ４ 年 ７ 月 １ ６ 日 第 三 小 法 廷 判 決）。

ま た，上 記 の 行 為 の あ っ
た 日 と は 一 時 的 行 為 に つ い て 当 該 行 為 の 日 を，

行為の終わった目とは継続的行為について当該行為が終わった日を指す

と こ ろ， 契 約 の 締 結 行 為 は 一 時 的 行 為 で あ る
か ら， こ れ を 対 象 と す る 監

査請求は契約締緒日か ら１年内に監査請求しなけれぱならない （最高裁

判 所 平 成 １ ４ 年 １ ０ 月 １ ５ 日 第 三 小 法 廷 判 決）。

け） 原告は， ① 本件協定
を締結したこと （支出負 担行為） 及 ぴ② その履

行行為としての支払 （支出命令） が遠法であると して。 本件監査請求を

し て い る
。

しかしながら、 上記①
一？いていえば， 本件協定の

締結は支出負担行

為たる契約の締結行為であり． その効
カが継続性を有 しているとはいえ

’ 時 的 行 為 で あ っ て． １ 年 の 監 査 請 求 期 問 は
契 約 の 締 緒 日 か ら 起 算 さ れ

る。 し た
が っ て，

本 件 協 定 が 締 繍 さ れ た の は 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 日 で あ る

か ら， 原 告 が 本 件 監 査 請 求 を し た 平 成 １
７ 年 ３ 月 ７ 日 に は 既 に １ 年 以 上

が 経 過 し て い る こ と に な る。

ま た， 上 記 ② に っ い て
は， 支 払 自 体 は 同 年 １ 月 １ ４ 日

（支 出 命 令 は 同

月 ７ 日） に さ れ て い る が． 支 出 負 担
行 為 の 遠 法 を 理 由 と す る 履 行 行 為 に

つ いての監査請求は支出負 担行為のとき から計算 されるぺきであるか

ら， こ の
点 に つ い て の 監 査 請 求 も ① の 場 合 と 同 様 に 監 査 期 問 を 経 過 し た

後 に さ れ
一
た も の と い う こ と に な る。

（ウ 以 上のとおり． 本件監査請求はいずれも
監査請求期問が経過 した後に

．１１． 械 浜 地 方 裁 判 所

されたものであるから． 原告は適法な監
査請求を経てお らず本件訴えは

い ず れ も 不 適 法 で あ る。

イ 原告は，
高橋元市長のした支出負担行為 （本件協定の締結） に関 して、

最高裁判所平成９年１月 ２８日第三小法廷判決 （以下 『平成９ 年最判」 と

い う。） を 援 用 し て、 職 員 の 違 法 な 財 務 会 計 行 為 に よ っ て 地 方 公 共 団 体 が

被った損害の 補てんを求める監査請求期間は。 地有公共団体に
当該職員に

対 す る 実 体 法 上 の 請 求 権 が 発 生 し． こ れ を 行 使 す る こ と が で き る こ と に な

っ た 目 を 基 準 と し て 起 算 す ぺ き で あ る と 主 張 す る。

し か し， 上 記 主 張 は 以 下 の と お り 失 当 で あ る。

同 地方自治法２４２条 ２項本文が１年間の監査請 求期間 を定めた趣 旨

は； 普 通 地 方 公 共 団 体 の 機 関， 職 員 の 行 為 に っ い て， い つ ま で も 争 い 得

る 状 態 に し て お く こ と は 法 的 安 定 性 の 見 地 か ら 見 て 好 ま し く な い こ と に

よ る。

支 出 負 担 行 為 に っ い て， 支 出 命 令， 支 出 （狭 義）
が さ れ て 損 害 補 て ん

の 監 査 請 求 を し 得 る ま で 監 査 請 求 を し 得 る と す れ ぱ， 本 件 事 案 の よ う に

支出負担行為時から相当長期を経過してもなお支出負担行為を争い得る

こ と と な り， 法 的 安 定 性 を 害 し， 法 が １ 年 の 監 査 請 求 期 問 を 定 め た 趣 旨

に 反 す る。

用 住 民 監 査 請 求 制 度 は， 遠 法 ・ 不 当 な 財 務 会 計 上 の 行 為 又 は 怠 る 事 実 に

つ い て 予 防 ・ 是 正 を 監 査 委 員 に 請 求 す る 権 能 を 住 民 に 与 え、 ま た， 住 民

訴訟は遠法な財務会計上の行為にっいて予防・是正を裁判 所に請求する

権 能 を 住 民 に 与 え る も の で あ る が， こ れ ら の 予 防 ・ 是 正 の 請 求 を 損 害 の
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補 て ん の 請 求 に 限 定 し て い る わ け で は な い。

す な わ ち． 広 義 の 支 出 は， 支 出 負 担 行 為， 支 出
命 令， 支 出 （狭 義） と

い う 一 連 の 手 続 で 行 わ れ る が． 住 民 は，
支 出 （狭 義） が さ れ た 上 で の 損

害 補 て ん の 監 査 請 求 し か 行 え な い わ け で は な く， 支 出 負 担 行 為 が さ れ る

前 に お い て ち そ の 防 止 を 求 め る 監 査 請 求 が で き る し，
支 出 負 担 行 為 が さ

れ れ ば， 支 出 命 令 が な さ れ る 前 で あ っ て も そ の 是 正 を 求 め る 監 査 請 求 が

で き （地 方 白 治 法 ２ ４ ２ 条 １ 項）， こ
れ に よ り 抜 本 的 な 解 決 を 図 る こ と

が で き る。

住民は、 監査謂求においてその請求
が認められなければ住民訴訟 を提

起 す る こ と に な る が， 住 民 訴 訟 手 続 に お い て も， 支 出 負
担 行 為 に つ い て

監査請求を経由 していれば， 本件協定
紬結当時の平成１４年法律第４号

による改正前の地方自 治法 （以下 『１日地方 自治法」 ないし 「旧法」 とい

う。） ２ ４ ２ 条 の ２ 第 １
項 ４ 号 に よ り 『当 該 行 為 の 相 手 方 に 対 す る 法 律

関 係 不 存 在 確 認」 の 訴 え を 提 起 で き る し、 そ う で な く と も 同 項 １ 号 に よ

り当該支出負担行為に基づく支出命令や支出 の差止めの訴え等を提起す

る こ と が で き， こ れ に よ り 抜 本 的 な 解 決 を 図 る こ と が で き る。 そ し て こ

れ ら 訴 訟 の 継 続 中 に， 支 出 命 令 や 支 出 が さ 札
た 場 合 に は， 住 民 は 新 た な

監査請求を行うまでもなく． 当該職員に対する損害賠償の訴えない しは

当 該 行 為 の 相 手 方 に 対 す る 不 当 利 得 返 還 の 訴 え に， 訴 え を 変 更 す る こ と

が で き る。

上 記 の と お り 本 伜 で 間 題 と な る 広 義 の 支 出 に つ い て い え ば， 支 出 命 令

や支出 （狭義） 牟されて当該職員に対する損 害補てんの請求ができるよ

、１３． 横 浜 地 方 裁 判 所

う に な る 時 期 ま で 支 出 負 担 行 為 に っ い て の 監 査言育 求 を 許 容 し な け れ ば 住

民 監 牽 請 求 制 度 の 日 的 に 反 す る こ と に は な ら な い し， そ の よ う に
解 し な

ければ住民監査請求， 住民訴訟に関する住民の利益を不
当に害すること

に な る わ け で は な い。

（ヴ 原告が引用す る平成９年最判の事案は、 財務
会計上の行為が違法， 無

効 で あ る こ と’こ基 づ い て 発 生 す る 実 体 法 上 の 請 求 権 の 不 行 使 を も っ て 財

産 の 管 理 を 怠 る 事 実 と す る 住 民 監 査 請 求 に つ い て 判 示 し た も の で あ り．

本件監査請求は損失補償金の支出が違法・不当な公金の支出に該当する

と し て さ れ て い る も の で あ っ て， 事 案 を 異 に す る。 上 記 最 判 は， 住 民 監

査請 求をチる余地がないにもかかわらず， 監査謂
求期間が進 行するのは

不 合 理 で あ る こ

．
と を 理 由 と す る も の で あ り． 本 件 の よ う に 本 件 協 定 締 結

時に住民監査請求ができた場合にまで適用される法理ではない。

な お， 原 告 は， 除 斥 期 間 に 関 す る 最 高 裁 判 決 を 引 用 す る
が． 監 査 請 求

期 問 に っ い て 判 断 し た も の で は な い か ら， 原 告 の 主 張 を 裏 付 け る も の で

は な い。

ウ ま た， 支 出 命 令 に っ い て の 監 査 請 求 期 間 に っ い て い う と， 前 記 ア で 述
ぺ

た と お り， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 の 監 査 請 求 期 間 は． 支 出 負 担 行 為，

支 出 命 令， 支 出 （狭 義） に っ い て， そ れ ぞ れ の
行 為 の あ っ た 日 か ら 各 別 に

計 算 さ れ る が， こ の 理 は． 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令． 支 出 （狭 義） に 対 す

る 各 監 査 請 求 が そ れ ぞ れ 別 個 の 監 査 請 求 と し て さ れ る 場 合 に 限 っ て 成 立 す

る
。

す な わ ち． 例 え ぱ， あ る 支 出 負 担 行 為
が 遠 法 で あ る と し て さ れ る 支 出 の
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防止 を求める監査請求と，
当該支出がされた後に支出を した職員に対する

損 害 賠 償 若 しく は 相 手 方 に 対 す る 返 還 請 求 す ぺ き 旨 の 監 査 請 求 は， 少 な く

とも後 者の監査請求において支出負担行為の遠法のみ主張さ札てい手場合

に は 同 一 の 監 査 請 求 と 考 え る ぺ き で あ る。

この ような場合， 支出負担行為にっいては， 既に監査請求期 間を経過 し

て監査 請求をし得ないのに， 支出命令， 支出 （狭義） に対する監査請求で

あ る と し て１ 支 出 負 担 行 為 の
遠 法 幸 そ の 監 査 請 求 で 審 査 で き る と す れ ぱ。

支出負担行為の監査請求期間の起算 点を実質的に支出 （狭義） の目とする

こ と に な り， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 の 期 間 制 限 の 趣 旨 に 反 す る こ と

に な っ て しま い， 不 合 理 で あ る
；

本件監査請求のうち， 本件損失補償金の支出命令に係る監査請求 （前記

アω の②） は， 専ら支出負担行為たる本件協定の締結行為の連法を理由と

す る も の で あ る か ら、 上 記 の 理 由 に よ り。 同 監 査 請 求 は 監 査 請 求 期 間 を 徒

過 し て さ れ た 屯 の と 解 す ぺ き で あ り， 不 適 法 と い う
ぺ き で あ る。

１２〕 ｒ正 当 な 理 由」 の 有 無 に つ い て

原告は， 高橋元市長
がした支出負担行為 （本件協定の締結） とｑ関係では，

仮に本件監査請求が監査請求期間後 のものであると しても地方自治法２４２

条 ２ 項 た だ し書 に い う 「正 当 な 理 由」 が あ る と 主 張 し て い る。

し か し， 上 記 の
「正 当 な 理 由」 と は， 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 住 民 が 相 当

の注意カ をもって調査すれぱ客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当

該行為の 存在又は内容を知 ることができたと解されるときから相当な期間内

に監査請求をしたかどうかによって判断されるぺきものである （最高裁判所
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平 成 １ ４ 年 ９ 月 １ ２ 日 第 一 小 法 廷 判 決）。

本件協定の締結にっいては， 議
会で債務負担行為の誰決を得ており， 議会

の 議 事 録，．
予 算 書 を 閲 覧 す れ ば 誰 で も こ れ を 知 る こ と が で さ る し， 本 件 協 定

の締緒に係る決裁文書及び契約書も情報公開手続によりその内 容を誰でも知

る こ と が で き る。 ま た， 原 告 は． 別 件 住 民 訴 訟 に お
け る 平 成。１ ５ 年 ７ 月 １ ６

日 付 け 準 備 書 面 （乙 ３ ４） を も っ て， 本 件 協 定 の 締 結 が 違 法 で あ る と の 主 張

を 行 っ て お り， そ の 時 点 に お い て 上 記 支 出 負 担 行 為 の 存
在 及 ぴ 内 容 を 知 っ て

い た
。

原 告 は． 現 実 の 損 害 が 発 生 し た こ と が 分 か ら な け
れ ぱ 監 査 請 求 が で き な い

旨 を 主 張 す る が．
上 記 「正 当 な 理 由」 の 有 無 に 係 る 『相 当 な 期 問」 は 「当 該

行為 を知ることができたと解されるとき」 から起算されるもの であり， 現実

の 損 害 が 発 生 し た と き か ら 起 算 さ れ る も の で は な い。

以 上 の と お り， 本 件 監
査 請 求 に は 「正 当 な 理 由」 が あ る と は い え な い。

１原告の主張】

い 監査請求期問の起算点について

ア 本 件 監 査 請 求 は， 平 成 １ ７ 年 １ 月 に さ れ
た 支 出 命 令 及 ぴ そ の 支 出 行 為 を

基 本 に して い え ば， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 所 定 の 監
査 請 求 期 問 の 要

件 を 満 た し て い る。

イ 同 被告は， 高橋元市長のした支出負担行為 （本件協定の
締結） にっいて

の監査請求期間は当該行為がされた平成６年５月１０日から起算される

と 主 張 し て い る。

しかし， 職員の違法な財務会計行為によって地
方公共団体が 被った損
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害の補てんを求める監査請求期間は、 地方公共団体の当該職 員に対する

実 体 法 上 の 請 求 権 が 発 生 し， こ れ を 行 使 す る こ と が で き る こ と に な っ た

日 を 基 準 と し て 起 算 す ぺ き で あ る ．（平 成 ９ 年 最 判）。 ｐ 最 判 の 事 琴 は、

地方公共団体の首長個人に対する損害賠債請求権の行使を怠 る事実に関

する事案であるが， 当該損害賠債請求権はいまだ発生していないという

事実にかんがみ， 監査謂求の対象となる
ぺき右損害賠債請求権の行使を

怠 る 事 実 も 存 在 し な い と 判 示 し た。

損害賠債請求権は発生しているが怠る事実は存在しないという事案と

は 異 な り． 損 害 賠 償 請 求 権 そ の も の が 発 生 し て い な い 場 合 に は， 怠 る 事

実 の 相 手 方 に 対 す る も の で あ ろ う と， 当 該 職 員 に 対 す る も の で あ ろ う と．

これを地方公共団体が行使することも， また住民が代位行使することも

不可能である。 平成９年最判は． 損 害賠債請求権の行使を
求 める監査請

求の申立期間は， 当該請求権が成立 したとき から起算されるという当
然

の 法 理 を 確 認 し た も の で あ っ て， こ の 法 理 は 怠 る 事 実 に 固 有 の も の で は

な い
。

レたがって， 地方自 治法２４２条２項にいう
『当該行為のあった日」

と は， 当 該 行 為 に よ っ て 直 ち に 損 害 が 発 生 す る と い う 関 係 が 存 在 し な い

場 合 は、 損 害 の 発 生 時 点 を い う と 解 す
ぺ き で あ る。

本 件 で は 平 成 １ ７ 年 １ 月 １ ４ 日 に 市 収 入 役 が 合 計 ９ 億 円 を 本 件 各 金 融

機 関 に 支 払 っ た こ と に よ っ て 損 害 が 具 体 的 に 発 生 し た の で あ る か ら，
高

橋元市長のした支出負撞行為 （本件協定の締結） を理由と して損害の補

て んを求める本件監査請求の起算点は上記１ヨ時であり， 本
件監査請求は
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そ れ か ら １ 年 内 に さ れ て い る か ら 適 法 で あ る。

（イ１ 被 告 は， 平 成 ９ 年 最 判 の 射 程 範 囲 は
極 め て 限 定 的 で あ る と 主 張 す る よ

う で あ る が， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 と 同 様 に，
「不 法 行 為 の と き」 を

起算 点とする除斥期間の規定 （民法７２４条後段） について， 近年の最

高裁判決が伝統的な下級審判決や通説に反 して損害発生時説 を採用する

に 至 っ て い る こ と は． 本 件 に お い て も し ん し ゃ く さ れ る
ぺ き で あ る。

被告がいう法的安定性という概念は． 権利主張の客観的可能性の要件

を前提として初めて許容されるちのである。 監査謂求期間や除斥期間の

起 算点に関する最高裁判決が損害発生説 を採用したことは， 権利主張の

客 観 的 可 能 性 を 重 視 す ぺ き で あ る と し た も の で あ る。

（ヴ 被 告 が 主 張 す る よ う に， 旧 法 ２ ４ ２ 条 の ２ 第 １ 項 ４ 号 に は，
「当 該 行

為若 しくは怠る事実の相手方に対する法律関係不存在確認の餉求」 とい

う 訴 訟 類 型 を 認 め る 規 定 が あ っ た。 し か し， 同 条 同 項 の 柱 書 に は， １ 号

請 求 （当該行為 の差止請求） の要件にっいて，
「当該行為により普通 地

方公共団体に回復の困雌な損害を生ずるおそれがある場合に限る」 とい

う厳格 な制 限が 規定さ れて いた （こ㍗制限は改正法によっ て除去され

た）。

本件に即していえば， 川崎市が損失補債契約の履行を迫られる現実的

危 険 性 が 発 生 し て い な け れ ぱ． 市 に
「損 害 が 生 ず る お そ れ」 そ の も の が

否 定 さ れ． １ 号 請 求 は 認 め ら れ な い こ と と な る。

そ し て， ４ 号 後 段 の 法 偉 関 係 不 存 在 碓 認 請 求 に よ れ ば， 損 害 発 生 の 蓋

然性や回復困難性の有無にかかわらず， 同じ目的を達することができる
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と いうのであれぱ、 １号請求に特別の要件を設定した趣旨は没却される

こ と に な る。 し た が っ て． 旧 法 上 の 法 律 関 係 不 存 在 確 認 請 求 は １ 号 請 求

を適法ならしめる程度の要件が存在した場合に初めて， 確認 の利葦ない

し争帯の成熟性等の訴訟要件の具備が認められると解釈されるぺきであ

る
。

そ う す る と， 本 件 に お い て は， 住 民 と し て は 旧 法 上 の 法 律 関
紅 不 存 在

確 認 請 求 を す る こ と が で き た こ と を 理 由 に し て． 本 件 協 定 締 結 の 日 を 起

算 点 と し て 監 査 請 求 期 問 を 考 え る ぺ き で あ る な ど と は い え な い。

ウ な お、 被 告 は， 阿 部 市 長 の し た 支 出 命 令 に つ い て の 監 査 請 求 期 間 は 本 伜

協 定 締 結 目 か ら 起 算 す ぺ き 旨 を 主 張 す る が， こ の 点 は 争 う。

１２１ ｒ正 当 な 理 由」 の 有 無 に つ い て

ア 高橋元 市長のした支出負担行為 （本件協定の締結） との関係では． 仮に

本件監査請求が監査期間経過後にされたものであるとすれば、 その点にっ

い て は 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 所 定 の 「正 当 な 理 由」 が あ る。Ｉ

す な わ ち
、 千 件 協 定 書 は． そ の 第 ５ 条 の 規 定 か ら し て， 融 資 金 に っ き 本

件 各金融 機関が 損失を被った場合に市がその損失を補債する というもの

で， 具 体 的 に は， 訴 外 会 杜 が 弁 済 期 限 後 ３ か 月 を 経 過 し た 時 点
÷ 債 務 を 完

済しな いときは， 市は本件各金融機関の請求に対し． 遅滞なく損失補償金

を 交 付 す る と い ラ も の で あ る。 す な わ ち， 支 出 負 担 行 為 で あ る 本 件 協 定 は，

それ を締結 したこ と自体から直ちに市に支払義務が発生するも のではな

レ ㌧
、

し た が っ て， 連 法 な 支 出 負 担 行 為 に 基 づ い て 市 が 高 橋 元 市 長 に 対 し て 損
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害 賠 償 請 求 権 を 取 得 す る の は． 現 実 に 損 害 が 発 生 し た 場 合
’
に 限 ら れ る か ら．

損害の発 生 （現実の支出） を待って支出負担行為を行った者の貫任を追及

する場合． これが当該行為 （本件
協定の締緒） の日から１年を経過 した後

に な る こ と に は 「正 当 な 理 由」 が あ る。

イ 被告は， 「手当な理由」 の有 無に係 る
『相当な期問」は， 当該行為を知る

ことができたと解さ札るときから起算されるものであり， 現 実の損害が発

生 し た と き か ら 起 算 さ れ る ち の で は な い と 主 張 す る。

しかし、 本件監査諦求は抽象的一般的に事前予防として損失補債金の支

出差止め を求めているのではなく， 具体
的な損 失の発生を捉えて監査請求

を行っているのであって． 抽 象的一般的に遠法な支出負担行為を畢えて監

査請求を行うのとは別に， 上記のような具体的な損朱を捉えて監査請求を

す る 途 が 保 障 さ れ て い な け れ ば な ら な い。 被 告 の 主 張 は 失 当 で あ る。

２ 争点２ （本件損失補償金の支出の遠法性の有無等） について

【原告の主張】

（１〕 訴外会杜の設立及ぴ破たんに至る経緯にっいて

ア 東 京 湾 内 に は， 港 湾 法 ２ 条 ２ 項 に い う 特 定 重 要 港 湾 と し て 東 京 港， 横 浜

港， 川崎港及ぴ千葉港があるが、
川崎港及ホ千葉港は東京港及ぴ横浜港と

比 ぺ て コ ン テ ナ 埠 頭 等 の 施 設 の 整 備 状 況．が 全 く 異 な っ て お り， 入 港 す る コ

ン テ ナ 船 の 数 も １ 隻 当 た り の 積 荷 も 少 な く， 実 際 に も、 川 崎 港 に コ ン テ ナ

埠 頭 が 必 要 で あ る と い う 需 要 も な か っ た。

訴 外 会 杜 が 設 立 さ れ る に 際 し て， マ ー ケ ッ ト リ サ ー チ （市 場 調 査） を 行

い． そ の 需 要 見 込 に つ き 検 討 し た 形 跡 は な く． 審 議
会 で の 審 議 等 も 希 望 的
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推 測 に 基 礎 を 置 く 非 実 践 的 検 討 に 終 始 し て い る。 す な わ ち、 訴 外 会
杜 は 川

崎 港 に お け る コ ン テ ナ 事 業 の 実 態 把 握 も， 調 査 分 析 も
な く 設 立 さ れ た も の

で， そ の 破 た ん は 必 至 で あ っ
た。 訴 外 会 杜 の 財 務 状 態 の 悪 化

は 偶 尭 的 な も

の で は な く，
棚 造 的 ・ 不 可 避 的 な も の で あ る。 し た が っ て。 訴 外 会 杜 は そ

の 設 立 自 体 が 誤 り で あ り， そ の 点 に 公 益 性， 公 共 性 を 認
め る こ と は で き な

い
。

一

イ 訴 外 会 杜 は， 設 立 後， 毎 年
赤 字 が 継 続 し， 阜 晩

倒 産 に 至 る こ と は 明 ら か

であった。 原
告としても， 川崎市の訴外会杜

に対する支援の 差止 めを求め

て 住 民 監 査 請 求 を 燥 り 返 し た が． 川 崎 市 は， 訴 外
会 杜 の 事 業 は 継 続 可 能 で

あ る と か， 好 転 す る 見 通 し
が あ る 等 と し て， 訴 外 会 杜 に 対 す る

支 援 を 継 続

し． 累 積 赤 字 を 増 大 さ せ， 市 財 政 の 損 失
額 を 増 大 さ せ た。 原 告 は， 平

成 １

４年１２月２４日， 川崎市が訴外会杜の株主と して
会杜整理開始の中立て

をしないという怠る事実が遠法であることの確認を求めて， 住民監査請求

を し た と こ ろ， 川 崎 市 は、 そ の 失 政 を 自 認 し．
訴 外 会 杜 の 破 産 申 立 て を 行

う に 至 っ た の で あ る。

（２１ 財政援助制限法の立法趣旨等について

ア 財 政 援 助 制 限 法 が， 日
本 国 意 法 の 制 定 に 先 だ っ て 急 ぎ 制 定 さ れ た 背 景 に

被 告 が 指 摘 す る よ う な 事 情 が あ っ た こ と は， あ え て 争 わ な い。

し か し， 日 本 国 憲 法 ８ ３
条 以 下 の 規 定 に よ り， 大 目 本

帝 国 意 法 が 許 容 し

ていた 「法令或ハ予算外」 の財務処理を禁止するという原則が 確立された

にもかかわらず財政援助制限法は廃止されなかったばかりか． 昭和３８年

の地方自治法の改正に併せて， 自治大臣の債務
保証適格法人指 定権の導入

．２１． 横 浜 地 方 裁 判 所

（３ 条 の 改 正） な ど 適 宜 の 修 正 を 施 し つ つ． 現 在 ま で 維 持 さ れ て い る。 し
・

た が っ て， 財 政 援 助 制 限 法 は 既 に そ の 目 的 を 達 し て 意 義 を 失 っ て い る と す

る 被 告 の 主 張 は 失 当 で あ る。

財 政援助制限法 を一 股法と して 存置しつっ， 公有地拡大推 進法 （２５

条）， 枠 方道路公杜法 （２８条） 等の個別法により保証契約の
「解禁」 が

されているのが現状である。 財政援助制限法の意義が消滅し， 公的債務保

証は特別な制限を受けるぺきものでないという原則が存在する とすれぱ，

上記の個別立法は意味を失う。

イ 財政援助制限法３条 は， 政府や 地方公共団体が会杜その他の法 人の ｒ債

務 に つ い て は， 保 証 契 約 を す る こ と が で き な い」 と して 保 証 契 約 を 原 則 的

に 禁 止 し， 例 外 と し て
「財 務 大 臣 （地 方 公 共 団 体 の す る 保 証 契 約 に あ っ て

は， 総 務 大 臣） の 指 定 す る 会 杜 そ の 他 の 法 人 の 債 務」 の 保 証 に っ い て は，

・こ れ を 許 容 し て い る。

す な わ ち、 訴 外 会 杜 が， 川 崎 市 か ら 債 務 保 証 を 適 法 に 受 け る た め に は．

自１治 大 臣 （平 成 ６ 年 当 時） に よ る 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 指 定 を 受 け る 必 要

が あ つ た。

訴 外 会 社 は， 平 成 ６ 年 当 時 也． そ の 後 も 白 治 大 臣 に 対 し 同 法 ３ 条 の
’
指 定

中 請 を 行 な っ て お ら ず，当 然 の こ と な が ら 自 治 大 臣 の 指 定 を 受 け て お ら ず，

ま た， 実 質 的 に も 同 指 定 を 受 け る だ け の 高 度 の 公 益 性 を 有 し て い な い。 高

橋 元 市 長 も 本 件 各 金 融 機 関 も こ の 事 実 を 認 識 し て い な が ら， あ え て 遠 法 な

本 伜 協 定 を 締 結 し た の で あ る。

ウ ま た， 自 治 省 は 平 成 ６ 年 ４ 月 ２ ６ 日 付 自 治 財 第 ２ ０ 号 事 務 次 官 通 知 に お

．２２． 横 浜 地 方 裁 判 所



いて，
『第三セクターの債務 に係 る損失補債契約等の債務負 担行為の設定

は， 将 来 の 財 政 へ の 影 響 ち 十 分 考 慮 し て
慎 重 に 行 う こ と」 （甲 ８ ０） と し

て， 讐
鐘 を鳴らしているが、 本件協定はその直後に

杜撰な検討 のもとに締

結 さ れ た も の で， 高 橋 元 市 長 の 責 任 は 免 れ な い。 そ
の 後 也， 川 崎 市 は 上 記

通知にも かかわらず． 本件各
金融機関に対 して経営指導念書を 安易に発行

し 続 け た の で あ る。

（３〕 本件協定の性質

本件協定は形式上財政援助制限法の規制 を避けるため，あえて
「債務保証」

と い わ ず 『損 失 補 償」 と い う 文 言 を 用 い て 脱 法 的 な 工 夫 を 試 み て い る が． 以

下のとおり， 契約内容を具体的に検討すれ
ば
， その

実質的内容においてまぎ

れ も な く 法 の 禁 止 す る 傑 証 契 約 に 当 た る。

ア 本件各金融機関の訴外会杜に対する融資限度額は， 川 崎市の特別会計予

算に定める損失補仙額を限度とする （第１条） とされ， これを受けて川崎

市が川 崎市議会の議決を得て 確定したその限度額は９億円 であるから， こ

の金 額は訴外会杜の本件各金融機関からの債務総額の約６分の１にすぎな

い。 し た が っ て， 本 件 の 損 失 補 債 額 は 主 た る 債
務 額 の 限 度 を 超 え る こ と は

な く， そ の 実 体 は 保 証 契 約 と 同 一 で あ る。

ま た、 本 件 協
定 の 日 的， 態 様 も， 本 件 各 金 融 機 関 の 融 資 金 に つ い て， 本

件各金融機関が 『損失を被った場 合」 に市がその 「損失を補債」 するとい

う も の で， そ の 実 質 に お い て 保 証 契 約 と 同
一 で あ る。

イ また， 被告は， 本
件協定の場合は主債務者の債務不履行があった場合に

直ちに履行責任が生じるわけではなく， 損害が確
定する必要が ある旨を主
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張 し て い る
。

し か し， 本 件 協 定 に あ っ て は、
「損 失 補 償」 の 用 語 を 使 い つ っ も 訴 外 会

杜 （主た る債務者） が弁済期限後３か月を経過した時点で債務 を完済しな

いときは川崎市は本件各金融機閲の請求に対し 「遅滞なく 損失補償金を交

付 す る」 と な っ て お り， 正 に 主 た る 償 務 の 遅 滞
が そ の 支 払 要 件 と な っ て い

る の で あ り， そ の 実 質 は 保 証
債 務 に ほ か な ら な い。

ω 損失補償契約の遠法牲について

ア 被 告 は． 本 件 協 定 は 損 失 補 償 契 約 で あ る 旨 を 主 張 す る が， 仮 に． 本 件 協

定が損失補償契約であった としても， 損失補伽契約も財政援助 制限法によ

り禁止されていると解すぺきである。

イ 地 方 自 治 法。１ ９ ９ 条 ７ 項 は， 第 １ 文 で 損 失 楠 債 を 含 む
『財 政 的 援 助 を 与

え て い る も の」 が 監 査 対 象 に な る 旨 を 規 定 し． こ れ を 受 け て 第 ２ 文 に お い

て、
『借 入 金 の 元 金 又 は 利 子 の 支 払 を 保 証 し て い る も の」 に つ い て も 「ま

た 同 様 と す る」 旨 を 規 定 し て い る。

損失補償は， 債務保証と異なり債務者に対する求債権を当 然には伴わな

い， 最 終 的 な 出 指 で あ る。 し た が っ て， 相 手 方 に 対 す る
地 方 公 共 団 体 の 関

与 の 密 接 性 は む し ろ， 債 務 保 証 の 場 合 よ り 屯 強 い と み る
ぺ き で あ る か ら こ

そ， 地 方 自 治 法 １ ９ ９ 条 は 監 査 権 の 対 象 と し て， ま ず 損 失 補 債 先 を 挙 げ，

こ れ に 次 い で 債 務 保 証 を 挙 げ て い る の で あ る。

す な わ ち， 財 政 援 助 制 限 法
が 保 証 契 約 を 制 限 し て い る こ と は，

．
当 然 の こ

とと して保証契約よりも公的主体の関与の密接性が高い損失補償契約の制

限 を 含 む の で あ る。

．・２４． 描 浜 地 方 裁 判 所



ウ 被 告 は， 求 債
権 行 使 に っ き， 保

証 債 務 の 場 合 は 契 約 上 の 明 文 が な く て も

行使できるが． 損失補償の場合は明
文規定がなければ求償権行使はできな

い どして， その
連いを強調するが， こ

れは保証債務以上に損失補償あリス

クが大きいことを白自する主張にほかならない。 法律上の
大小 関係に例え

れば， 求償権に係る保証
債務の要件は当然にこの大小関係に包摂されるも

の で あ る。 し
た が っ て， 損 失

補 償 の 法 的 性 格 も、 そ の 限 り に
お い て は，

一

部求償権行使のできる場合のそれは保証債務のそれと
同一といってよい。

工 被告が援用する昭和 ２９年の自治省行政課長回答 （乙５
３） は， 信用保

証協会に対する損失補償の可否に関するもので
あった。

信用保証協会は，そ？設立について
主務大臣の苧可を要するのみな

らず・

業 務 方 法 書 の 作 成 ・ 変 更 に つ い て も， そ の
認 可 を 要 し （信 用 保 証 協 会 法 ８

条， ３３条），
主務大臣 は協会 に対 し役員の解任権を含む広汎 な監督権を

有 している。 すな
わち地方道路公杜や土地開発公杜なみの法的 規制を受け

る団体である。 この
ような特殊牟団体に対する財政 的援助の可否の議論

を

た だ ち に 一 般 諭 と し て 用 い る の は 不 適 切 で あ る。

む し ろ，
「新 自 治 用 語 辞 典」 に は，

「行 政 実 例 に よ れ ぱ， 損 失 補 償 に つ

い て は． 財 政 援 助
制 限 法 ３ 条 の 規 制 す る と こ ろ で は な い と し。

会 杜 そ の 他

の法人に対して地方公共団体が損失補償契約を締結するこ
とはできると解

し て い る。 こ の
よ う な こ と か ら 形 式 上 は 禁 止 さ れ て い な い 損 失 補 償 契 約 に

名 を 借 り て， 実 質
上 は 債 務 保 証 を 行 っ て い る と い う の が。 現 実 の 姿 で

あ る

と い わ れ て い る。 こ れ は 明 ら
か に 一 種 の 脱 法 行 為 と 認 め ざ る を 得 な い。」

と 指 摘 さ 札 て い る。

．２５．
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１５〕 本 件 協 定 の 効 力 等 に つ い て

ア 上記のとおり， 本件
協定は財政援助制限法３ 条の禁止する保証契約の脱

法であり． 同条は公の秩
序を構成するものであるから． 民法９０条の規定

のみならず， 地方自治法２
条１６項及ぴ１７項の規定に照ら しても， 本件

協 定 は 無 効 で あ る。

被 告 は， 最 高 裁 判 所 昭 和 ６ ２
年 ５ 月一１ ９ 日 第 三 小 法 廷 判 決 を 引 用 す る が，

同 最 判 の 事 案 は， 競 争 入 札 に 付 す
ぺ き と こ ろ を 随 意 契 約 に よ っ て 町 有 地 を

売 却 し た と い う 屯 の で あ り、
随 意 契 約 を 制 限 す る 規 定 （地 方 自 治 法 ２ ３ ４

条 ２ 項． 同 法 施 行 法 令 １ ６ ７ 条 の ２） は 執 行 撤 関
を 拘 東 す る 内 部 規 範 で あ

って， その
違反の効果が契約の相手方に当然に及ぷとはいえないものであ

った。 財政援助制限法３条の
規定は， 対外的な行為を禁止する規定になっ

て お り， 契 約 の 相 手 方 か ら み て も そ の 意
昧 ｂ ’ 義 的 に 明 確 で あ る。 こ の 条

項 の 遠 反 は， 公 序 良 俗 違 反 と し て 当 然 と 無 効 と 解 す
ぺ き も の で，

上 記 最 判

の 射 程 が 及 ぶ も の で は な い。

イ 本 件 協 定 が 無 効 で あ る 以 上， 支 出
命 令 は そ の 要 件 （地 方 自 治 法 ２ ３ ２ 条

の ４ 第 １ 項， 同 法 施 行 令 １ ６ ０ 条 の ２ 第 １ 号） を 欠 く 違 法 な も の で あ る し，

支 出 行 為 も ま た 遠 法 で あ る。

（６〕 両市長の資任及ぴ本件各金融機関の不当利得

高 橋 元 市 長 は 本 件 協 定 を 締 結 し た 責 任 者 で あ る し， ま た， 阿 部 市 長 は 本 件

協 定 が 遠 法． 無 効 で あ っ て こ れ を 履 行 す る
義 務 が な い こ と を 認 識 し て し か る

ぺ き で あ っ た の に． こ れ を 浸 然 と 履 行 し た の で あ る か ら， 両
市 長 は， 職 務 上

の 義 務 （地 方 自 治 法 １ ３ ８ 条 の ２） に 連 反 す る も の と し て 責 任 を 免 れ な い。

．２６． 横 浜 地 方 裁 判 所



また， 本件各金融機関は， 適
法な原因なく 本件損失補償金の支払を受けた

も の で あ っ て， そ の 全 額 が 不 当 利 得 で あ る。

【被告の主張】

（１〕 訴外会 杜の事業の公共性及び公益性にっいて

ア 川崎港 は． 石油コンビナー トに代表される製造業を中
心とする重厚長大

型 産 業 に 貢 献 す る 工 業 港 と し て， わ が 国
あ 高 度 経 済 成 長 を 支 え る と と も に，

川 崎 市 経 済 ・ 産 業 の 発 展， 雇 用 の 創 出 な ど に 多 大 な 貢 献 を し て き た。

し か し な が ら， 経 済 ・
産 業 活 動 の ポ ー ダ レス 化 や． 生 産 機 能 の 空 洞 化 の

進行な ど， 産業掃造や貿易構造が大きく転換するに至り， 川崎 港において

も． 工 業 港 と し て の 機 能 の み で は 将 来 に わ た る 発 展 が 望 め な い こ と か ら，

商 港 機 能 の 強 化 が 求 め ら れ る こ と と な っ た。 ま た， １ ９ ６ ６ 年 に コ ン テ ナ

運 送 が 実 用 化 さ れ て 以 降， 世 界 的 な 二１ン テ ナ リ
ゼ ー シ ョ ン の 急 速 な 進 展 に

よ り， わ が 国 の 産 業 活 動 及 ぴ 市 民
生 活 に 必 要 な 消 費 財， 中 間 財 の ほ と ん ど

がコ ンテ ナ輸送あ形態をとって いることなども踏まえ， 市民の豊かな消費

生 活 の 実 現 と， 川 崎
市 産 業 活 動 の 活 性 化 ・ 国 際 競 争 カ を 支 え る コ ン テ ナ 輸

送 の 受 け 入 れ 拠 点 と し て． コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 整 備 が 求 め ら れ た。 地 元

港運業界においても， 川崎港の発展と川崎港における自らの事業活動は密

姦不 可分であり， 地元港運事業者の就労の場を確保するといった面からも

コ ン テ ナ 事 業 の 推 進 が 求 め ら れ て い た。

人 や 物 資 の 輸 送 を 担 う 港 湾 は イ ン フ ラ と し て 極 め て 重 要 で あ り，
低 コ ス

トで安定 的な輸送サービスの供給が求められる。 海上輸送及び港湾物流サ

ー ビ ス は， そ の 利 用 者 が 不 特 定 多 数 に 及 び， 船 会 杜 に よ っ て 運 ば れ る 貨 物

．２７． 横 浜 地 方 裁 判 所

の 需 要 者 は 川 崎 市 民 全 般， さ ら に 首 都 圏 住 民 に 及
ん で い る こ と か ら， 港 湾

事業は公共性の高い公益毒業である。

イ 川 崎 市 と し て は， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 整 備 を 決 定 す る に 当 た っ て， 荷

主 ・ 船 杜 の ヒ ア リ ン グ、 経 済 動 向 の 予 測 等 の 様 々 な デ ー タ に 基 づ き． そ の

成 立 可 能 性 に っ い て 多 方 面 か ら の 調 査 ・ 検 討 を 実 施 し， こ れ ら を 踏 ま え．

港 湾 法 ３ 条 の ３ の 規 定 に 基 づ き， 学 識 経 験 者， 地 元 経 済 関 係 者、 川 崎 市 議

会議員、 港湾 関係者等で構成される川崎港港湾審議会． さらに
一
は連輸大臣

の諮 問機闘である港湾審議会の審議を経て， 昭和５８年８月 改訂の川崎港

港 湾喬十画 （乙 ８） に お い て， 昭 和 ６ ５ 年 を 目 標 年 次 と し て 東 扇 島 地 区 に 公

共コ ンテナふ頭を整姉することを正式に位置付けた。

平 成 ８ 年 ４ 月 に 供 用 開 始 し た 川 崎 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル は， 目 標 数 値 は

下 回 る も の の，

．
平 成 １ １ 年 末 ま で は 取 扱 貨 物 量 を 伸 ば し て い き， 地 元 企 業

の事業 活動を支えるとともに， 市民生活関連物資を取り扱う重要な都市基

盤施設と して機能してきたが， わが国港湾が相対的にその地位を低下させ

て い る 状 況 下 に お い て． 訴 外 会 杜 は 開 業 以 来， 厳 し い 経 営 状 況 を 強 い ら れ

て き た
。

ウ 以 上 の と お り， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 整 備 は， 十 分 な 調 査 ・ 検 討 が 行 わ

れ， 公 益 性 ・ 公 共 性 の 有 無 を 合 理 的 に 判 断 し て 実 施 さ れ た も の で あ り， 実

際にも様々な効果を川崎市ひいては川崎 市民にもたらしたのである。

ω 本件協定締結の経緯， 理由

ア 川 崎 市 は， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 供 用 開 始 前 の 訴 外 会 杜 に は 収 入 源 が な く，

経営基欄が脆弱であったため、 その必要な資金を調達するために当時の川
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崎市のシンジケー ト団の代表幹事であった横浜銀行に訴外会杜 の事業説明

を 行 う と と も に， 融 資 の 協 カ 要 請 を 行 っ た。 横 浜 銀 行 か ら は、 み ず ほ 銀 行

（当時の第一勧業銀行） 及ぴ川崎信用金庫と協調体制をとれ ぱ融資は可能

で あ る が， 訴 外 会 杜 は 担 保 を 供 す る こ
と が で き な い か ら． 川 崎 市 の 損 失 補

償 が 必 要 で あ る と の 回 答 が あ っ た。

イ 川 崎 市 と し て は． 公 益 性， 公 共 性 の 高 い コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 事 業 を 推 進

す る た め に は， 訴 外 会 杜 の 設 立 が 必 要 不 可 欠 で あ る こ と． ま
走
， 同 杜 の 運

営 に は 事 業 資 金 の 調 達 が 必 要 で あ る こ と か ら、 こ れ を 受 け 入 れ， 」ｌ
ｒ崎 市 特

別会計予算に定める損失補債額を限度と して損失補債を行うことにした。

ウ 川崎市は． 上記損失補債を行うために， 平成６年第１ 副
１１崎市 議会定例

会において 「仮称かわさき港コ ンテナターミナル株式会杜の事業資金借入

れに伴う金融機関等に 対する損失補債」 に係る限度額９
’億円の債務負担行

為の設 定を内容とする 平成６年度川崎市港湾整備事業特別会計予算案を提

出 し， 同 年 ３ 月 ２ ９ 日， 同 予 算 案 は 賛 成 多 数 で 可
決 さ れ た。

工 川 崎 市 は， 上 記 議 決 を 得 て， 訴 外 会 杜 の 設 立 日 で あ る 同 年 ５ 月 １ ０ 日 に

本件各金融機関と本件 協定を締結 したのである。

（３〕 一財 政 援 助 制 限 法 の 制 定 経 緯 及 ぴ そ の 趣 旨 に っ い て

ア 地方公共団体の会杜その他の法人に対する保証契約は財 政援助制限法に

よ り 原 則 と し て 禁 止 さ れ て い る と こ ろ で あ る が， 損 失 補 償 契 約 に つ い て は

同 法 の 規 制 す る と こ ろ で は な い と さ れ， か え っ て、 会 杜 そ の 他 の 法 人 の た

めに地方公共団体が損失補債契約を締結し， 債務 を負
担すること は地方白

治 法 に お い て も 予 定 さ れ て い る と こ ろ で あ る （同 法 １ ９ ９ 条 ７ 項． ２ ２ １
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条 ３ 項）。．
そ し て， 上 記 損 失 補 仙 契

約 は 現 実 に 多 く の 地 方 公 共 団 体 に お い

て 締 緒 さ れ て い る。

イ 同 財 政 援 助 制 限 法 は，
戦 後 問 も な い 昭 和 ２ １ 年 ９ 月 ２ ５ 日 に 占 領 軍 総 司

令 部 の 圧 倒 的 な 影 響 の 下 で， 国 策 会 杜 の 活 動 を
停 止 さ せ， そ の 復 活 を 阻

止 す る た め に 制 定 さ れ る に 至 っ た も の で あ り， そ の 趣 旨 も 攻 府 等 の
行 う

財政運営を予算と して一元的に取り扱うことにあった。

す な わ ち， 占 領 軍 総 司
令 部 は 種 々 の 覚 書 （メ モ ラ ン ダ ム） を 発 し て、

わ が 国 の 財 政 運 営 に 強 く 関 与 し て お り， そ の
一 つ と して 昭 和 ２ １ 年 ４月

３日に発せられた 「政府保証債及ぴ借入金に関する司令部覚書」 と題す

る覚書 （乙４８） が財政援助 制限法制定の契機となっている。

戦 前 の 日 本 政 府 は， 国 策 会 杜 等 に 対 し
’て 積 極 的 な 財 政 援 助 を 与 え る た

め， 予算によらないで国策を
遂行することができる予算外国虜制度を多

用 し て い た と こ ろ． 上 記 覚 書 は 戦
前 の 日 本 経 済 を 支 え て き た こ れ ら 国 策

会 杜 の 活 動 を 停 止 さ せ， そ の 復 活 を 阻 止 し よ う
と す る 占 領 軍 総 司 令 部 の

意 図 に 基 づ く も の で あ る。

（イｉ 昭 和 ２ １ 年 ７ 月 ３ ０ 日， 石 橋
湛 山 大 蔵 大 臣 は， 衆 議 院 本 会 議 に お い て、

財政援 助制限法に関 する提出理 由の説明を行い、
「（国策） 會杜其ノ 他

ノ法人等二封 シマシテ， 法令或ハ豫算外契約二基ク各種ノ財政援助ヲ興

へ」 て き た が， 終 戦 に 伴 い、
「此 ノ 財 政 援 助 ハ， 之 ヲ 塵 止 或 ハ 制 限」 す

る と し， 説 明 の 最 後 に
占 領 軍 総 司 令 部 か ら の 覚 書 が 発 せ ら れ て い る こ と

を 付 け 加 え て い る （乙 ５ １）。

こ の よ う に， 財 政 援 助 制 限 法 の
趣 旨 は， 国 会 （な い し 地 方 議 会） の 議
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決 に 基 づ か な い 財 政 援 助 の 廃 止 ・ 制 限 に あ っ た の で あ り， 財 政 援 助 を 全

般 的 に 制 限 し よ う と し て い た も の で な い。

昭 和 ２ ５ 年 ７ 月 ２ ８ 日 に 行 わ れ た 大 蔵 委 員 会 に お い て も。
「農 業 協 同

組合に必要な所要資金を県会の決議によって， いざ損害
が生ず るおそれ

がある場合，県でその損害を負担する
のだということを決議 した場合に」

メモラ ンダム （占領軍総司令部の覚書） に反するかという質問 に対 し．

政 府 委 員 が．
『公 共 団 体 に お い て そ う い う こ と を お や り に な っ て も。 決

し て こ れ は メ モ ラ ン ダ ム に は 触 れ な い の で は と 思 っ て お り ま す。」 と，

公共団体の議決を経た財政援助につ いて， 是認する
答弁を して いる （乙

５ ２）；

ウ そ も そ も， 国 に あ っ て は 憲 法 の 制 定 に よ り，
ま た 地 方 公 共 団 体 に あ っ て

は地方自治法の制定により，すぺて財政 については国会（ない し
地方議会）

の 竈 決 に 基 づ く こ と に な っ た．

上記イ の経緯からすれば， 財政援助制 限法は既にそ
の目的を達 して意義

を 失 っ て い る も の で あ り、 た ん に 同 法 が 存 在 し て い る こ
と か ら 形 式 的 に 保

証 契 約 に 限 っ て 制 限 さ れ て い る に す ぎ な い。 し た が っ て 損 失 補 償 契 約 に っ

い て は 同 法 に よ り 制 限 さ れ て い る と は 解 さ れ な い の で あ る。

そ して，
上記の財政援助制限法に関する政府の解釈を背景に， 同法制定

後 に 制 定 さ れ た 地 方 自 治 法 に お い て■ 同
法 １ ９ ９ 条 ７ 項 及 ぴ 同 法 ２ ２ １

Ｉ
条

３項で 地方公共団体が損失補償契約を 締緒することを予定し， ま走昭和２

９ 年 ５ 月 １ ２ 日 の 「損 失 補 償 に つ い て は， 財 政
援 助 制 限 法 ３ 条 の 規 制 す る

と こ ろ で は な い」 と の 自 治 省 行 政 課 長 回 答 が さ れ て い る の セ あ る （乙 ５ ３。
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な お， 原 告 は， 上 記 回 答 は 信 用 保 証 協 会 に 対 す る 損 失
補 債 契 約 に 限 ら れ る

か の よ う に 主 張 し て い る が， そ の
よ う 拒 限 定 的 な も の で な い こ と は そ の 文

言 か ら 明 ら か で あ る。）。

原 告 は， 昭 和 ３ ８ 年 に 財 政 援 助 制 限 法 の 改 正 が さ れ て い る こ と を 指 摘 す

る が， こ れ は 旧 ３ 条 の
「大 蔵 大 臣」 の 下 に 「（地 方 公 共 団 体 の す る 保 証 契

約 に あ っ て は、 自 治 大 臣）」 と の 文 言 を
加 え た も の で、 各 省 大 臣 間 の 権 限

配 分 を 変 更 し た に す ぎ な い。 こ れ は， 財 政 援 助 制 限 法 が 廃 止 さ れ ず に 残 っ

て い た た め． 昭 和 ３ ５ 年 に 「自 治 庁 設 置 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 偉」 に よ り

自 治 大 臣 が 置 か れ る こ と に な っ た こ と か ら， 昭 和 ３ ８ 年 の 地 方 自 治 法 改 正

に 当 た っ て 関 係 規 定 整 備 の 一 廉 と して さ れ た も の で あ る。 公 有 地 拡 大 推 進

法等 の規定も， 形式的に財政援助制限法が残っているために個別 的に除外

規 定 を 設 け て い る に す ぎ な い。

工 本件協定は， 予算の一環と して債務負担行為についての市議会の議決を

経て おり， 財政援助制限法が意図する国会 （ないし地方議会） の議決に基

づ か な い 財 政 援 助 で も な く， 財 政 援 助 制 限 法 に 反 す る こ と は な い。

そ し て， こ の よ う な 解 釈 に 基 づ き， 全 国 的 に 地 方 公 共 団 体 の 損 失 補 償 契

約 は 広 く 行 わ れ て い る の で あ る。

（４） 保 証契約と損失補償契約の相遠について

ア 損 失補債契約 は， 保証契約と異なり主たる債務の存在を前提としない独

立 の 契 約 で あ っ て， 損 害 担 保
的 な 役 割 を 果 た す も の で あ る。 損 失 補 償 は，

保証債務が主たる債務と同一 性を有し， 債務者の債務不履行にっき全責任

を 負 う の と 異 な り． そ の 本 質 上 損 害 が 生 じ て 初 め て こ れ を 補 て ん す る と い
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う も の で あ り， 債 務 者 が 破 産 し た と か， そ こ ま で に 至 ら な く と も 客 観 的 に

債 権 の 回 収 が ほ と ん ど 見 込 め な い と か い う 事 態 と な っ て， 初 め て 損 失 が 生

じ た こ と に な り， こ の 段 階 に 至 っ て か ら そ の 損 失 を 補 て ん す る も の 七 あ る。

このように損失補償契約は保証契約とは内容， 効果において異なる契約で

あ る
。

上記のような私法上の損害担保との位置付けで地方公共団 体が行う損失

補債契約は， 財政援助の一手段と して， 例 えば対象となる事業の持っ公益

的事情から採算上の問菌がある場合や地方公共団体からの損失補債がなけ
一

れぱ条件のよい融責を受けることが困難となるような特定の事業の安定又

は 発 展 を 奨 励 ・ 助 成 す る た め に 締 緒 す る 契 約 で あ る と さ れ て い る。

本 件 協 定 も． 訴 外 会 杜 が 行 う コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 事 業 が 多 大 の 公 益 性，

公共 性を有 し， 川崎市の産業活動を活性化するための重要な施策で
ふ
った

ことか ら。 川崎市苧地元海運業者とと もに訴外会杜を支えることは当然の

こ と で あ り， そ の た め に 必 要 木 可 欠 な 措 置 と し て 締 結 さ れ た も の で あ る。

イ 原告は， 損失補償契約の場合は求債権を行伎できないか ら保証契約以上

に リ ス ク が 大 き く、 保 証 契 約 と 同 様 に 財 政 援 助 制 限 法 に よ り 禁 止 さ れ て い

・る と 主 張 す る。

し か し， 損 失 補 償 契 約 に っ い て は， 民 法 ４ ５ ９ 条， ４ ６ ２ 条 の 規 定 の 適

用 は な い た め， 学 説 上 で は 当 然 に は 求 償 権 を 行 使 し 得 な い と す る 説 が 一 般

的であるが． 損失補債により債権者が損失の補てんを受けた場合に． 当該

損失補償の対象となった債権を当該債権者が保有し続ける合理的理由はな

く， 損 失補償契約の趣旨から して， 損 失補償が実行された場合にはその対
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象となった債権は地方公共団 体に移転する旨の合意がされていると解する

こ と も 十 分 可 能 で あ る。 ま た， い ず れ に して も， 損 失 補 償 が 実 行 さ れ る の

は損失の確定すなわち損失補償の対象となった債権の回収見込みがなくな

っ た 場 合 で あ り， 法 的 に
求 償 権 を 行 使 し 得 て も 回 収 の 見 込 み は な く１ こ の

点 か ら リ ス ク の 大 小 を 諭 ず る こ と は で き な い。 む し ろ， リ ス ク を 比 較 す る

の で あ れ１声、損 失 楠 償 契 約 で は 損 失 の 確 定 を 必 要 条 件 と し て い る の に 対 し、

保証契約の場合には債務者のたんなる履行遅滞によって債務者が履行 しな

か っ た 債 務 の す ぺ て に っ い て 貫 任 を 負 う も の で あ る こ と を 考 え る ぺ き で あ

り， こ の 点 を 考 え れ ぱ 損 失 補 償 契 約 が 保言正 契 約 よ り リ ス ク が 高 い と は い え

な い
。

同 本件協定が損失補償契約であることについて

ア 本件協定は， その５条において
「損失補償」 を行うとされ保証契約でな

い こ と は 文 言 上 か ら 明 ら か で あ る し， 同 条 で 川 崎 市 が 損 失 を 補 償 す る の は

『本件各金融機関ボ損失を被った場合」 に限定されており， 金融機関の損

失 確 定 が 必 要 条 伜 と さ れ て い る。 た ん に あ る 債 権 が 弁 済 を 受 け る 時 期 が 到

来 し た の に 弁 済 さ れ な い と い う こ と の み で は，
い ま だ 損 失 と は 観 念 さ れ な

い か ら， 本 件 協 定 が 損 失 補 償 契 約 で あ る こ と は 明 ら か で あ る。

イ同 原告は， 本件協定に定める損 失補債の限度額が， 本件各金融機関がし

た 訴 外 会 杜 に 対 す る 融 資 金 額 を 超 え て い な い こ と を も っ て， そ の 実 質 は

保 証 契 約 と 同 一 で あ る と 主 張 す る。

しかしながら、 保証契約においては． 保証債務は主たる債務と同一性

を 有 す る の で， 債 務 者 が 履 行 し な か っ た 債 務 の す
べ て （利 息， 遠 約 金，
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損害賠償等を含む。） について責任を負うことになるのに 対 し． 損失補

償 契 約 は， 損 失 の 一 定 割 合 又 は そ の 一 部 と す る こ と が で き る も の で あ っ
’

て． 主 た る 債 務 の 限 度 額 を 超 え て い な い こ と を 屯 っ て， 保 証 契 約 で あ る

と い う こ と は で き な い。

１イ〕 原告は本件協定書５条が主債務の履行遅滞を支払要件と しているとし

て， 本 件 協 定 は 実 質 的 に 保 証 契 約 で あ る 旨 主 張 す る。

しかし， 本件協定５条２項に規定する
「３か月を経過 しても本債務を

弁 済 し な か っ た と き」 の ３ か 月 と は。 損 失 補 償 を 実 行 す る ぺ き 事 態 に 陥

っ た と き， 支 出 の た め一の 予 算 化 等、 支 出 に 必 要 な 諸 手 続 に 時 間 を 要 す る

こ と を 考 慮 し て， 相 当 な 期 間 を 設 定 し た も の で あ る。 こ の 点 は， 本 件 協

定の実行経緯をみても， 訴外会杜の借入れに対す弓弁済期日が， みずほ

銀 行 に っ い て は 平 成 １ ４ 年 １ １ 月 １ 日 に． 横 浜 銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 に

ついては平成１５年５月１ 引干到来していたものの、 訴外会杜の破産廃

止 の 日 で あ る 平 成 １ ６ 年 １ ２ 月 １ ４ 日 を 損 失 の 確 定 日 と し， そ の 後． 損

失 補 償 を 実 行 して い る の で あ り． 訴 外 会 杜 の 履 行 遅 滞 が 支 払 要 件 と な っ

て は い な い こ と か ら も 明 ら か で あ る。

（６） 千件甲定の坤力について ・

そ も そ ち、 法 令 に 違 反 し て 契 約 が 締 結 さ れ た と し て も， 当 該 契 約 は 直 ち に

無効とはならない （最高裁判所昭和６２年５月 １９日第三小法廷判決）。 本

件 協 定 は， 前 記 ω
あ と お り， コ ン テ ナ タ

ー ミ ナ ル 事 業 に 当 た っ て， 十 分 な 調

査 ・ 検 討 が 行 わ れ た も の で あ る と と も に， 訴 外 会 社 へ の 損 失 補 債 も 公 益 性 ・

公 共 性 を 有 す る ち の で あ っ て， 市 長 と し て の 裁 量 を 濫 用 又 は 逸 脱 す る も の で
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は な く、 も と よ り 一 見 明 白 に 違 法 で あ る と は 認 め ら れ
な い。 ま

た
， 本
件 各 金

融 機 関 は， 本 件 協 定 の 締 結 前 に も 川 崎 市 と 土 地 開 発 公 杜 等 に 関 し て 損 失 補
償

契約を締結しており， 本件各金融機関
が本伜協定を法令上許され ないちので

あ る と 認 織 し て い た と は い え な い し， 本 件 協 定 は 債 務 負 担 行 為 の 市 議 会 の 議

決を経る等 して適正 な手続を履践 している。

し た が っ て， 本 件 協 定 は 私 法
上 無 効 で あ る と は い え な い。

１７〕 本件損失楠償金支出の適法性

上 記 の と お り， 本 件 協 定 は 財 政 援 助 制 限 法 ３
条 に 違 反 し て お ら ず， 川 崎 市

は こ れ を 履 行 す る 立 場 に あ り， 本 件 損 失 補 償 金 の 支 出 は 議 会 の 議 決 を 得 る 等

し て 適 正 な 手 続 を 経 て 行 わ れ て お り、 適 法 な 支 出 で あ る。

第５ 当裁判所 の判断

１ 争点１ （監査請求期 間の遵守等） にっいて

（１） 前 記 第 ２， ２１２〕及 ぴ ㈹ の と お り， 本 件 損 失 補 償 金 に つ い て は， 本 件 協 定 の

締結 （支出負担行為） が平成６年５月 １０日、 本件和解契約の
締緒が平成１

６ 年 １ ２ 月 ２ ７ 目， 支 出 命 令 が 平 成 １ ７ 年 １ 月 ７ 日， 支 出 （狭 義 の 支 出） が

同 月 １ ４ 日 に 行 わ れ て い る。 そ し て， 前 記 第 ２， ２（６
）の と お り， 本 件 監 査 請

求 は 同 年 ３ 月 ７ 日 に さ れ て い る。

ω 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に っ い て の 監 査 請 求 に っ い て

ア 支 出 負 担 行 為， 支 出 命
令 及 ぴ 支 出 は， 特 定 の 支 出 す る

た め に 行 わ れ る 一

連 の 行 為 で は あ る が， 互 い に 独 立 し た 財 務 会 計 上 の 行 為 で あ っ て， 地 方 自

治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 所 定 の 監 査 請 求 期 間 は， そ れ ぞ れ の 行 為 の あ っ た 日

から各別に計算すぺきちのである （最高裁判所平成１４年７月 １６日第三
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小 法 廷 判 決 ・ 民 集 ５ ６ 巻 ６ 号 １ ３ ３ ９ 頁 参 照）。 し た
が っ て， 上 記 に よ れ

ば， 本 件 に お け る 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に っ い て の 監
査 請 求 は． そ れ ぞ れ の 行

為がされた目から地方自治法 ２４２条２項本文所定の期間内に されたもの

と い え る。

イ 被告は， 上記監査請求は， 専ら支出負担行為 （本件協定の締結） の違法

を 理 由 と す る も の で あ り， こ の よ う に 契 約 の 締 緒 が 遠 法， 不 当 で あ る こ と

を 専 ら の 理 由 と し て そ の 履 行 行 為 に つ い て 監 査 請 求 を す る 場 合 に は， そ の

監査請求期問は支出負担行為たる契約がされた日を起算点とすぺきである

旨 主 張 す る。

し か し な が ら， 上 記 の と お り， 地
方 自 治 法 で は 特 定 の 支 出 を 行 う に っ い

て， そ れ が 適 切 に 行 わ れ る よ う に 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 と い う

一連の段階的な手続を要求 しており， それぞれが独 立した行為と解される

以 上 は， そ れ ぞ れ の 行 為 に っ い て の 監 査 請 求 期 間 は そ れ ぞ れ の 行 為 の あ っ

た 日 文 は 終 わ っ た 目 を 基 準 と し て 算 定 す ぺ き も の と 解 す る の が も っ と も 自

然 な 解 釈 で あ り， 被 告 が い う よ う に， 当 該 監 査 請 求 に お い て ど の よ う な 行

為 が 遠 法． 不 当 な 事 由 と し て 主 張 さ れ て い る か に よ っ て 監 査 請 求 期 問 の 起

算 点 を 異 に す る と 解 す ぺ き 根 拠 は な い も の と い う ぺ き で あ る。

ウ 被 告 は， 上 記 の よ う な 場 合 に は１ 監 査 請 求 期 間 の 起 算 点 を 支 出 負 担 行 為

の時点としないと１ 支出負担行為の監査請求期問の起算点を実質的に支出

の 日 と す る こ と に な り， 期 間 制 限 を 設 け た 法 の 趣 旨 に 反 す る こ と に な る と

主 張 す る。

し か し１ 上 記 の と お り， 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 は そ れ ぞ れ 独
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立 し た 財 務 会 計 上 の 行 為 と 解 さ れ る か ら， 支 出
命 令 及 び 支 出 に っ い て の 監

査 請 求 は 直 接 的 に は こ れ ら 各 行 為 の 遠 法． 不 当 を 問 題 と し て い る の で あ っ

て， こ れ ら の 各 行 為 を 違１法， 不 当 な ら し め る 事 由 と して 支 出 負 担 行 為 の 違

法． 不 当 が 主 張 さ れ て い る と し て も． こ の 点 に 変 わ り は な い。 た だ， 支 出

命 令 及 ぴ 支 出 が 遠 法， 不 当 で あ る か ど う か と い う こ と と， そ れ に 先 行 す る

支 出 負 担 行 為 の 遠 法 性 と は 無 関 係 で は な い し， 支 出 負 担 行 為 が 違 法 で あ る

場合に後行の支出命令及ぴ支出がいわぱその違法性を承継して遠法になる

と い う 場 合 も あ り 得 る こ と か ら， そ の よ う な 場 合 に は 上 記 の 審 査 に お い て

支 出 負 担 行 為 に っ い て 遠 法 性 が 審 査 さ れ る に ナ ぎ な い。

被告の主張は， 上記のように先行する支出負 担行為の違法が後行の支出

命 令 及 ぴ 支 出 の 遠 法， 不
当 に 一 定 の 彫 響 を 与 え る こ と を 前 提 と し て， そ の

一 方 で， そ の よ う な 主 張 が 可 能 と な る の は 支 出 負 担 行 為 に っ い て の 監 査 請

求期間内に支出命令及ぴ支出にっいての 監査請求がされた場合に限定され

る と い う に 等 し い も の で あ る。 し か し な が ら， 再 三 述
ぺ る よ う に， 支 出 負

担 行 為． 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 を そ れ ぞ れ 独 立 し た 財 務 会 計 上 の 行 為 と し， 支

出負担行為の遠法は支出命令及ぴ支出を遠法， 不当ならしめる事情として

主 張 さ れ て い る も の と 理 解 す る 以 上 は， そ の 監 査 請 求 期 間 も そ れ ぞ れ の 行

為ごとに起算されると触するのが筋であって， 被告が指摘するような問題

点は， 先 行する支出負担行為の違法が後行
あ支出命令及ぴ支出にどのよう

な 場 合 に， ど の よ う な 影 響 を 与 え る か と い う 間 題 と し て 検 討 さ れ る ぺ き こ

と と 思 わ れ る。 支 出 負 担 行 為 に っ い て の 監 査 請 求 期 間 は 経 過 し て い る に も

か か わ ら ず，
一そ の 遠 法 性 に っ い て 蒸 し 返 し 的 に 争 わ れ る 余 地 が あ る と し て
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も， そ れ を 理 由 と し て 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 の 監 査 請 求 期 問 の 起 算 点 を 支 出 負

担 行 為 時 と 解 す ぺ き 必 然 性 は な い し． そ の よ う に 解 し な け れ ぱ 期 間 制 限 を

設 け た 法 の 趣 旨 に 反 す る と ま で は 解 し 得 な い。

工 以 上 の と お り， 被 告 の 主 張 は 採 用 で き ず． 支 出 命
令 及 ぴ 支 出 に 係 る 本 件

監 査 請 求 は， 監 査 請 求 期 問 内 に さ れ た も の と し て 適 法 と い う ぺ き で あ る。

ｔ３〕 支出負担行為 （本件協定の締結） にっいての監査請求について

ア 本 件 協 定 の 締 結 は 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 目 に さ れ て い る か ら， こ の 締 結 日 を

樗算点とす れば。 本件監査請求は監査請 求期間を経過 した後にされたもの

と い う ぺ き で あ る が、 原 告 は。 支 出 が さ れ た 旦 （平 成 １ ７ 年 １ 月 １ ４ 目）

を 起 算 点 と す ぺ き 旨 主 張 す る。

イ そこで検討すると， 住民監査請求は， 財務会計上の行為又は怠る事実を

対 象 と し て 行 わ れ る も の で あ る と こ ろ． 当 該 行 為 に つ い て の 監 査 請 求 は，

当 該 行 為 の あ っ た 日 又 は 終 わ っ た か ら １ 年 を 経 過 し た と き は， こ れ を す る

ことができ ないちのと されている （地方自治法２４２条２項本支）。 そ し

て， こ こ に い う 当 該 行 為 の あ っ た 日 と は 一 時 的 な 行 為 の あ っ た 日 を、 当 該

行 為 の 終 わ っ た 日 と は 継 続 的 な 行 為 に っ い て そ の 行 為 が 終 わ っ た 目 を． そ

れ ぞ れ 意 味 す る も の と 解 さ れ る。 本 件 監 査 請 求 に お い て は， 本 件 協 定 の 締

結がその対象となる行為とされており， 同契約 の締結行為は一時的行為と

いうぺきであるから， これを対象とする監査請求は契約締結の目を基準と

して同項本 文の規定を適用すぺきである （最高裁判所平成１４年１０月１

５ 日 第 三 小 法 廷 判 決 ・ 判 例 時 報 １ ８ ０ ７ 号 ７ ９ 頁 参 照）。

ウ 同 原 告 の 上 記 主 張 は． 財 務 会 計 上 の 行 為 が さ れ て も 損 害 が 発 生 し て い な

．３ｇ． 横 浜 地 方 裁 判 所

け れ ば， 監 査 請 求 に お い て 損 害 を 補 て
ん す る た め 必 要 な 措 置＝を 講 じる こ

と を 請 求 し た り． そ の 後 の 住 民 訴 訟 に お い て 当 該 職 員 に 対 し て 損 害 賠 償

の 諦 求 （又 は 賠 償 命 令） を す る こ と を 求 め る こ と が で き な い と い う 点 を

根 拠 と し て い る。

ω し か し， 監 査 請 求 に お い て は， そ の
対 象 で あ る 財 務 会 計 上 の 行 為 又 は

怠る事 実を特定して、 必要な措置を講ず
ぺきことを請求すれば 足り． 措

置 の 内 容 等 を 具 床 的 に 明 示 す る こ と は 必 須 で は な く， 仮 に， 執 る ぺ き 措

置 内 容 等 が 具 体 剛 こ 明 示 さ れ て い る 場 合 で も． 監 査 委 員 は 監 査 請 求 に 理

由 が あ る と 認 め る と き は， 明 示 さ れ た 措 置
内 容 に 拘 束 さ れ ず に 必 要 な 措

置を識ずることができる （最高裁判所平成１０年７月３日第 二小法廷判

決 ・ 裁 判 集 民 事 １ ８ ９ 号 １ 頁 参 照）。 す な わ ち， 監 査 請 求 は， 財 務 会 計

上の行為采は怠る事実を対伎と してされるものであって， 監 査委員に求

め る 措 置 が， 当 該 行 為 の 防 止， 是 正， 怠 る 事 実 を 改 め る こ と 及 ぴ 損 害 の

て ん 補 の い ず れ で あ る か に よ っ て， 監 査 請 求 の 対 象 が 異 な る と い う わ け

で は な い。

ま た， 監 査 請 求 を 前 置
‘し て さ れ る 住 民 訴 訟 に つ い て み て も． そ の 対 象

とする財務会 計上の行為又は怠る事実について監査請求を経ていると認

められる限り， 監査請求において求めていた具体的措置とは異なξ内容

の 請 求 を す る こ と も 許 さ れ る と 解 さ れ る か ら， こ の 点 か ら も 監 査 請 求 の

期問 を住 民訴訟で求める請求の内容ごとに考える必要があると は解され

な い
。

（ヴ 原告は， 支出負担行為がされた時期を基準にすると， 当該職員に損害

．４０．
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賠債請求 （賠償命令） することを求めることができず， その ような請求

をする機会が保障される必要がある旨を主張する。

し か し な が ら， 住 民 訴 訟 制 度 の 目 的 は， 住 民 が 納 税 者 と し て の 立 場 か

ら， 地 方 公 共 団 体 が 違 法 な 財 務 会 計 上 の 行 為 に よ っ て 損 害 を 被 る こ と を

防 止 し． あ る い は 被 っ た 損 害 を 回 復 す る 手 段 を 設 け． こ れ に よ っ て 地 方

公共団体が適正な財務会計処理を行．うことを保障する点に ある （監査請

求制度も， その対象が不当な財務会計上の行為を含む点を 除けば． 同趣

旨 の 制 度 で あ る と い う こ と が で き る。）。

こ の よ う な 制 度 趣 旨 か ら す る と， 監 査 請 求 及 ぴ 住 民 訴 訟 に お い て， 契

約 の 締 結 行 為 の 当 否， 適 否 を 争 う こ と が で き る と さ れ て い る の も． そ の

後に予定された契約の履行により地方公共団体が損害を被 ることを防止

し た り， あ る い は 被 っ た 損 害 を 回 復 す る た め で あ っ て， 契 約 の 締 結 時 に

お いて． 履行行為の差止めや法律関係の不存在確認 （旧法下） を求める

こ と が で き れ ぱ， 契 約 が 締 結 さ れ た 結 果 と し て 発 生 し た 損 害 に つ い て 当

該職員に対する損害賠償請求等を求める機会が保障されることが必須の

要 請 と ま で は 解 さ れ な い。 も と よ り， 監 査 請 求 の 可 否 と は 関 わ り な く，

当 該 地 方 公 共 団 体 は 当 該 契 約 に 起 因 し て 損 害 が 発 生 す れ ぱ， 当 該 職 員 に

対 して損害賠償等の請求をな レ得るわけである し， その請求が行われな

いときには当該請求を怠る 事実にっいての監査請求や住 民訴訟 の提起も

可 能 な の で あ る か ら， 上 記 の よ う に 解 す る こ と に よ っ て 特 段 の 不 都 合 が

あ る と も 認 め ら れ な い。

目 ま た， 原 告 は， 平 成 ９ 年 最 判 （最 高 裁 判 所 平 成 ９ 年 １ 月 ２ ８
一日 第 三

．４１． 横 浜 地 方 裁 判 所

小法廷判決・民集５１巻 １号２８ ７頁） を上記主張の根拠と して指摘し

て い る
。

し か し な が ら， 上 記 最 高 裁 判 決 は， 財 務 会 計 上 の 行 為 が 遠 法， 無 効 で

あ る こ と に 基 づ い て 発 生 す る 実 体 法 上 の 請 求 権 の 不 行 使 を も つ て 財 産 の

管理を怠る事実とする監査請求にっいて， 上記請求権 が財務会計上の行

為 が さ れ た 時 点 に お い て は い ま だ 発 生 し て お ら ず． 又 は こ れ を 行 使 す る

こ と が で き な い 場 合 に は， 実 体 法 上 の 請 求 権 が 発 生 し， こ れ を 行 使 す る

こ と が で き る こ と に な っ た 目
’
を 基 準 と して 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 の 規

定 を 適 用 す ぺ き 旨 を 判 示 し た も の で あ る。 す な わ ち， 上 記 判 決 は 怠 る 事

実 に 係 る 監 査 請 求 に っ い て 同 条 項 の 適 用 関 係 を 明 ら か に し た も の で あ

り、 本 件 の よ う に， 本 件 協 定 の 締
緒 と い う 財 務 会 計 上 の 行 為 （当 該 行 為）

が 監 査 請 求 の 対 象 と さ れ た 場 合 に っ い て 判 断 し た も の で は な い。

原 告 は， 同 判 決 は． 怠 る 事 実 に 固 有 の 屯
あ で は な い と 主 張 す る が， 同

判 決 は， 上 記 の と お り， 怠 る 事 実 に 係 る 請 求 権 が 発 生 し て お ら ず． 又 は

行 使 す る こ と が で き な い 場 合 に は， 監 査 請 求 の 対 象 と な る 怠 る 事 実 が 存

在 し な い た め， そ の 監 査 請 求 期 問 に つ い て は 上 記 判 示 の と お り に 解 す ぺ

き で あ る と 判 示 し て い る の で あ っ て， 財 務 会 計 上 の 行 為 （当 該 行 為） を

対 象 と す る 監 査 謂 求 の 場 合 に は． 当 該 行 為 は 既 に 存 在 し て お り， 監 査 請

求 の 対 象 と し 得 る の で あ る か ら， こ の 二 つ の 場 合 を 同
’ に 論 じ る こ と は

で き な い。

閉 そ し て， 原 告 の 主 張 に よ っ た 場 合， 原 告 が 主 張 す る よ う に，
地 方 白 治

法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 に い う 「当 該 行 為 の あ っ た 日」 と は、 当 該 行 為 に よ っ て

．４２．
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直ちに損害が発生す るという関係が存在 しない場合は損害の発生時点を

いうと解するか，
一 っの契約締結行為にっいて． 求める措置の内容に応

じ て． 契 約
締 結 日 か ら １ 年 間 と、 当 該

職 員 に 対 す る 損 害 賠 償 請 求 権 が 発

生 し た 日 か ら １ 年 問 と い う 二 っ の 監 査 請 求 期 間 が あ る と 解 す る ほ か は な

い よ う に 思 わ れ る が． こ の よ う な 解 釈 は 同 条
項 の 「当 該 行 為 の あ っ た 日

か ら １ 年」 と の 文 言 と 大 き く 乖 離 す る こ と に な り， 困 難 と
い う ぺ き で あ

る
。

㈲ な お， 上 記 の こ と を 本 件 に っ い て み
る と， 本 件 協 定 が 締 結 さ れ た

時 点

では， 現
臭に川崎市が本件各金融機関に損失補債することになるかどう

か， ま た， い っ の 時 点 で い
か な る 金 額 を 支 出 す る こ と に ム る の か は 未 確

定 で あ っ た が、 住 民 と し て は，
旧 法 下 に お い て も， そ の 履 行 の

差 止 め や

契約の相手方に対する法律関係の不存在確認を求めて監査請求ないし住

民 訴 訟 を す る こ と が 可 能 で あ っ た も の と 考 え ら れ る。 こ の 点， 差 止 め の

師 え に つ い て は， そ の
時 点 で の 訴 外 会 杜 の 経 営 状 涜 等 に も よ る が， 既 に

本件協定が締結されており， その
楯債限皮額が９億円という高額である

こと からすれば一応 適法な訴えと解される し， 法律関係不存在確認の訴

え に つ い て は， こ
札 が で き な い と す る 理 由 は な い も の と 思 わ れ る （こ の

点． 原告は回復困難 な損害が生ずるおそ札
がある場合にのみ同訴えが許

さ れ る と 主 張 す る が，
そ の よ う に 解 す ぺ き 根 拠 は な い。）。

工 以 上 の と お り， 本 件 協 定 の 締 結 を 対 象 と し
た 監 査 請 求 は， そ の 締 結 日 で

ある平成６年亨月１０日 からユ 年以内にすぺきであって， 本件監査請求は

期 問 を 徒 過 し て さ れ た も の で あ る。

．４３．
摘 浜 地 方 裁 判 所

（４〕 正当な理由の有撫について

ア 地方自治法２４２条２項た だし書にいう 『正当な理由」 の有 無は， 当該

行 為 が 秘 密 裡 に さ れ た 場 合 に は， 特 段 の 事 情 の な い
限 り， 普 通 地 方 公 共 団

体 の 住 民 が 相 当 の 注 意 力 を 特 っ て 調 査 した と き に 客 観 的 に み て 当 該 行 為 を

知 る こ と が で き た か ど う か， ま た， 当 該 行 為 を 知 る こ と
が で き た と 解 さ れ

る 時 か ら 相 当 な 期 間 内 に 監 査 請 求 を し た か ど う か に よ っ て 判 断 す ぺ き も の

である （最高裁判所昭和６３年４月 ２２日第二小法廷判決・裁判集民事１

５ ４ 号 ５ ７ 頁 参 照）。 そ し 下， こ の こ と は， 当 該 行 為
が 秘 密 樫 に さ れ た 場

合に限 らず， 普通地方公共団体の住 民が相当の注意カをもって調査を尽く

しても客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該行為の存在又は内

容を知ることができ なかった場合も甲様であると解されるから， この場合

に は， 上 記 正 当 な 理 由 の 有 無 は三 特 段 の 事 情 の な い 限 り， 普 通 地 方 公 共 団

体の住民が相当の注意カをもって調査すれぼ客観的にみて上記の程度に当

該行為の存在及 び内容を知ることができたと解される時から相当な期間内

に監査請求をしたかどうかによって判断すぺきものである （最高裁判所平

成 １ イ 年 ９ 月 １ ２ 日 第 一 小 法 廷 判 決 ・ 民 集 ５ ６ 巻 ７ 号 １ ４ ８ １ 頁 参 照。 最

高 裁 判 所 平 成 １ ４ 作 ９ 月 １ ７ 日 第 三 小 法 廷 判 決 ・ 裁 判 集 民 事 ２ ０ ７ 号 １ １

１ 頁 参 照）。

イ こ れ を 本 件 に っ い て み る と， 少 な く と も． 原 告 代 表 者 篠 原 義 仁 は， 平 成

１ ５ 年 ４ 月 １ ８ 日 付 け で， 川 崎 市 長 に 対 し． 本 件 協 定 害 及 ぴ そ の 関 係 書 類

に つ い て 行 政 文 書 の 開 示 請 求 を し， 川 崎 市 長 は 同 年 ５ 月 ２ 日
付 け で 全 部 開

示 の 通 知 を し て お り （甲 ４ ７， ４ ８）、 原 告 は． 川 崎 市 長 に 対 し 訴 外 会 杜

．４４．
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の株主と して同杜の会社整理の申立てをしないという怠る事実 が違法であ

ることの確認を求めた別件住民訴訟 （当庁平成１５年 （行ウ） 第 ２３号）

を 提 起 し． 当 該 訴 訟 で 提 出 し た 平 成 １ ５ 年 ７ 月 １ ６ 日 付 け 準 備 書 面（１〕 （乙

３４） において本件協定が財政援助制限法３条に遠反する旨主 張 していた

と 認 め ら れ る か ら， こ れ か ら １ 年 半 以 上 を 経 過 し て さ れ た 本 伜 監 査 請 求 が，

上 記 相 当 な 期 間 内 に さ れ た も の と い う こ と は で き な い。 し た が っ て， 本 件

監 査 請 求 に 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 に い う 正 当 な 理 由 が あ る と い

う こ と は で き な い。

原告は， 違法な支出負担行為に基づき市が損害賠償請求権を取得するの

は、 現 実 に 損 害 が 発 生 し た 場 合 に 限 ら れ る か ら， 支 出 負 担 行 為 を 行 っ た 者

の責任を追及することが損害発生の後になることには正当な理由がある旨

主 張 す る が。 上 記（３〕で 述 ぺ た と こ ろ に よ れ ば、 こ の よ う な 理 由 に よ り 監 査

請 求 を 控 え る こ と に 正 当 な 理 由 が あ る と い う こ と は で き な い。

（引 小括

以 上 の と お り， 本 件 訴 え は， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に 係 る 部 分 は 適 法 な 監 査 謂

求を経たものであるが， 本件協定の締結に係る部分は適法な監査請 求を経た

も ρ と い う こ と は で き な い。 し た が っ て． 高 橋 元 市 長 に 対 し て 損 害 賠 借 請 求

を す る よ う 求 め る 訴 え は 不 適 法 で あ る。

２ 争点２ （本件協定の適法牲等） にっいて

（１〕 『本件協定が財政援助制限法３条に遠反するかどう か」 について

本件損失補債金に係る支出命令が違法 であるかどうかを判断する 前提とし

て， 本件協定の締結が財政援助制限法３条に違反するか どうかについて検討

一４５． 横 浜 地 方 裁 判 所

す る
。

ア 財政援助制限法３条の 趣旨にっいて

同 財政 援助制限法３条は１
『政府又早地方公共団体は１ 会杜その他の法

人 の 債 務 に っ い て は， 保 証 契 約 を す る こ と
が で き な い。」 と 規 定 し て い

る 。

被 皆 は， 同 法 の 制 定 経 緯 に 照 ら す と， 同 条 は 戦 前 に み ら れ た 国 策 会 杜

の活動 を停止させ． その復活を阻止 しようとする占領軍総司令部の意向

に 沿 っ た も の で あ り、 そ の 趣 旨 と し て は， 政 府 等 の 行 う 財 政 連 営 を 予 算

と し て 一 元 的 に 取 り 扱 い． 国 会 な い し 地 方 議 会 の 議 決 に 基 づ か な い 財 政

援 助 を 廃 止 な い し制 隈 す る こ と に あ っ た 旨 主 張 す る。

確 か に． 証 拠 （乙 ４ ８ な い し ５ ０） に よ れ ぱ， 財 政 援 助 制 限 法 の 制 定

に 先 立 っ て， 昭 和 ２ １ 年 ４ 月 ３ 貝 付 け で 実 質 的 な 指 令 と も い う ぺ き
「政

府 保 証 債 及 ぴ 借 入 金 に 関 す る 司 令 部 覚 書」 が 発 せ ら れ， そ の 中 で． 政 府

又 は そ の 他 一 切 の 行 政 官 庁 に よ る 債 務 の 保言症 が 原 則 と し て 禁 じ ら れ， 金

融的援 助は補助金の形 式によって のみ行うぺき等のことが示されてお

り， 同 覚 書 を 受 け て 財 政 援 助 制 限 法 が 制 定 さ れ た こ と 等 に か ん が み る と，

同 法 は 占 領 軍 総 司 令 部 の 意 向 を 反 映 した も の で あ っ た と い え る し， 原 告

も こ の 点 を 特 に 争 っ て は い な い。

そ して， 同法の提案理由と して石橋大蔵大臣８ま，
『政府は従来法令の

規定に依って証立致 しま した会杜その他の法人等に対 しまして， 法令或

いは予算外契約に基づく 各種の財政援助を与 えまして， もってその事業

の 遂 行 を 円 滑 な ら し め． 国 策 の 完 遂 を 図 っ て 参 っ た の で あ り ま す。 し か

．４６． 横 浜 地 方 裁 判 所
’



し今 や 終 戦 に 伴 い ま し て 戦 後 財 政 再 建 の 必 要 を 生 じ ま し た の で、 そ の 一

っの方途と致しまして， 国庫負担の累
嬉を防止致 したいと考えるのであ

り ま す。 し か し て そ れ と 同 時 に， こ れ に よ り ま し て 戦 後 に お け る 国 民 経

済の民主的再建のために企業の自主的活動 を促進致すことの 一助と屯致

し た い の で 牟 り ま す。」 と 説 明 し て お り （乙 ５ １）・ 財 政 援 助 制 限 法 が

制 定 さ れ た 背 景 に， い わ ゆ る 国 策 会 杜 の 活 動 を 停 止 さ せ， そ の 復 活 の 防

止 を 図 る と い う 意 図 の あ っ た こ と が う か が え る。

ま た， 同 法 １ 条 及 び ２ 条 の 規 定 を み る と， １ 条 は
「会 杜 そ の 他 の 法 人

は， 他 の 法 令 又 は 定 款 に か か は ら ず， 政 府 の 所 有 す る 株 式 又 は 出 資 に 対

して， 政府以外の者 の所有する株式又は出資に対すると同’ の条件を以

．
て， 利 益 又 は 剰 余 金 の 配 当 又 は 分 配 を し な け れ ぱ な ら な い。」 と し， ２

条１項は 「政府は， 他の法
令又は契約 にかかはらず． 会杜その他の法人

に対 し， 毎事業年度における配当又は分配することがでさる利益又は剰

余金の額を
．
払込済株 金額又は出資金額に対 して一 定の割合ヒ達せ しめる

た め の 補 給 金 は， こ れ を 交 付 し な い。」 と い う も の で あ っ て， こ の よ う

な政府による法人に対する宰援は， 戦前にお ける国策会杜に対してとら

れ た も の で あ る か ら， １ 条 及 び ２ 条 は こ の よ．う な 支 援 策 を 廃 止 す る 趣 旨
一

の も の と 理 解 す る こ と が で き る。

（イ〕 同 法 ３ 条 も 以 上 の よ う な 背 景 の 下 に 制 定 さ れ た も の で あ る が，同 条 は，

政府又 は地方公共団体が法人の債務を保証することを原則的に禁止する

としているのであって． 国会ないし地方議会 の
義決に基づけば保証契約

の 締 結 を 許 容 す る と い う も
一
の で は な い。 前 記 司 令 部 覚 書 は， 政 府 等 に よ
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る債務の保証を禁止するとともに、 法人等に対する
経済的な援助は補助

金 の 形 式 に よ っ て の み 行 う も の と し て お り， こ の
点 を 捉 え て 被 告 は， 同

条の趣旨は国会又は地方議会の議決に基づかない財政援助の廃止及ぴ制

限 に あ る と 主 張 す る の で あ る が， 同
条 の 蜆 定 は 上 記 の と お り で あ っ て．

必 ず し も 被 告 の 主 張 に 沿 う ち の と は な っ て い な い し， 石 僑 大 蔵 大 臣 は，

財政援 助制限法案の提出理由として被告が主張するような説明は してお

ら ず． 上 記 の よ う に 財 政 再 建 の た
め に 国 虜 負 担 の 累 増 を 防 止 す る こ と と，

企 業 の 自 主 的 活 動 の 促 進 と い う こ と を 挙 げ て い る の み で あ る。

も と も と 保 証 契 約 は， そ の 契 約
締 結 の 際 に は 保 証 人 が 将 来 負 う こ と に

な る 負 担 の 有 無 及 ぴ 程 度 が 明 ら か で な く、 ま た， 保 証 人 の 負 担
が
， 主 債

務者が 主債務を履行するかどうかという保証人が必ずしも関知 し得ない

事情により左右されるという性質 を有するものである。 そして．
保証契

約 を 政 府 や 地 方 公 共 団 体 が 行 う と い う こ と は、 当 面 の 支 出 を 伴 わ ず に 一

定 の 経 済 的 な 効 果 を 上 げ 得 る こ と か ら， と も す れ ば 安 易 に 流 れ や ナ い と

い う 弊 害 屯 否 定 は で き な い。 こ の よ う な 保 証 契 約 の 性 質 と と ち に
上 記 石

橋 大 蔵 大 臣 の 説 明 や 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 文 言 に 照 ら す な ら ば、 同 条 は

政府又 は地方公共団体の不確定な債務がむやみに増加するこ とを防止

し， も っ て 財 政 の 健 全 化 を 図 る こ と を ’ つ の 重 要 な 目 的 と し て い た ち の

と 認 め る の が 相 当 で あ る。

（ヴ 被 告 は． 同 条 の 趣 旨 を， 前 記 の よ う に， 国 会 又 は 地 方 議 会 の 議 決 に 基

づ か な い 財 政 援 助 を 廃 止 し， あ る い は 制 限 す る 点 に あ っ
た と し、 日 本 国

憲法及 ぴ地方白治法の制定により， す
ぺて財政は国会ないし地方議会の
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議 決 に 基 づ く こ と に な っ た こ と か ら、 財 政 援 助 制 限
法 は 既 に そ の 目 的 を

達 し て 意 義 を 失 っ て い る 旨 主 張 す る。

し か し な が ら， 上 記 用 の と
お り， 同 条 の 趣 旨 を 被 告 が 主 張 す る よ う に

限 定 し て 理 解 す ぺ き 根 拠 は な い の で あ っ て， そ の 主 張 は
一 面 的 に す ぎ て

採 用 で き な い し， そ の よ う な 理 由 で 同 法
が 既 に 存 在 意 義 を 失 っ た も の で

あるということはできない。 日本国憲法及ぴ地方白治法が制 定された後

も， 同 条 は 原 則 と し て 保 証 契 約 を 禁 止 す る と い う 文 言 の
ま ま 今 日 ま で 有

効 な 条 文 と し て 存 在 して い る の で あ っ て． 政 府 又 は 地 方 公 共 団 体 に よ る

これに反する行為が許容されるとか， 議会の議決を経た保証 契約は同条

に 反 し な い な ど と 解 す る こ と は 困 難 で あ る。

イ 次 に， 本 件 協 定 の 内 容 に つ い て 検 討 す る。

同 本 件 協 定 の 内 容 は， 前 記 第 ２， ２（２〕イ の と お り で あ る。

ａ ま ず， 本 件
協 定 で は． 川 崎 市 が 訴 外 会 杜 の 債 務 を 保 証 す る と の 文 言

は用い られておらず， 同協
定に基づ＜ 本件各金融機関の訴外会杜に対

する融資について， 本件各金融機関が損失幸被った場合に川崎
市が当

該損失を補償するものとされ， 形
式的には損失補償としての構成を基

．

調 と し て い る （５ 条 １ 項）。

ｂ 上記規定にいう 「損失」 が何を指すのかは明文では示さ れていない

が、 上 記 の よ う に
ｒ融 資 に つ い て」 ｒ損 失 を 被 っ た 場 合」 と さ れ て お

り， 川
惰市が補償として交付する金額が本件協定に基づく訴 外会杜の

借入債務残高と交付の日ま での未払利息及ぴ遅滞利息の合計額とされ

ている （同条４項） ことからすれ ば． 上記
「損失」 が本件各金融機関
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が 訴 外 会 杜 か ら 返 済 を 受 け ら れ な い こ と に よ っ て 被 る 損 害． す な わ ち

未 収 貸 付 金 を 想 定 し て い る こ と は 明 ら か で あ る （そ し て， 前 記 第 ２，

２（５〕のとおり， 川崎市は本件協定に基づき現実に本件各金融機関に総

額 ９ 億 円 を 支 払 っ た の で あ る が， こ の 金 額 は 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ９ 日， 同

年 １ １ 月 １ ５ 日 及 び 平 成 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 に さ れ た 本 件 貸 付 の 元 本 ８ 億

円 に 弁 済 期 か ら の 利 息 を 加 え た 額 で あ る と さ れ て い る。 甲 ７ ７）。

Ｃ そ し て、 い か な る 場 合 に 川 崎 市 に 上 記 損 失 を 補 償 す
ぺ き 義 務 が 生 じ

る か を み る と， 本 件 各 金 融 機 関 か ら の 催 告 に も か か わ ら ず， 訴 外 会 杜

が 最 終 弁 済 期 限 後 ３ か 月 を 経 過 し て も 弁 済 し な かっ た 場 合． あ る い は，

訴外会祉が解散等により期 限の利益を失った場合に本件各金融機関が

川 崎 市 に 損 失 の 補 償 を 請 求 す る も の と さ れ （５ 条 ２ 項． ３ 項）， そ の

場合 には川崎市は遅滞なく 損失補償金を交付するものと されており

（同 条 ４ 項）， 訴 外 会 杜 に 債 務 の 不 履 行
が あ っ た 場 合 に 本 件 各 金 融 機

関 か ら の 謂 求 に よ っ て 損 失 補 債 義 務 が 生 じ る こ と に な っ て い る。

上 記 の 点 に っ い て， 被 告｛ま。 本 件 協 定 ５ 条 ２ 項 の
『３ か 月 を 経 過 し

ても本債務全額を弁済しなかっ たとき」 の３か月とは， 予算措置を言衛

じ る 等 の た め に 相 当 な 期 間 を 設 定 し た も の で あ り， 実 際 に 本 件 損 失 補

償 金 を 支 払 っ た 経 緯 に 照 ら し て も 訴 外 会 杜 の 履 行 遅 滞 が 損 失 補 償 の 要

件 と は な っ て は い な い 旨 を 主 張 す る。

し か し， 上 記 ｇ
「３ か 月 の 期 間」 に つ い て の 被 告 の 主 張 は， 本 件 協

定 ５ 条 ２ 項 の 文 言 を そ の よ う に 理 解 す る こ と は 困 雌 で あ る し， 仮 に，

被告の主張を前提と すれば． 訴
外会杜が最終弁済期限を徒過すれば直
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ちに川崎市は損失補償のための予算措置等に着手する必要があるとい

う こ と に な っ て， か え っ て 被
告 の 主 張 の 趣 旨 に 沿 わ な い よ う に 思 わ れ

る。 またＩ 現
実に１ 本件各金融機関が訴外会杜の履行遅 滞にも苧かわ

ら ず 速 や か に 川 崎 市 に 損 失 の 補 償 を 求 め な か っ た と し て も， 本 件 協 定

上， 本件各金融機関にそのような請求義務
があるとま では解されない

か ら， こ の 点 も 上 記 認 定 を 左 右 す る も の で は な い。

ｄ こ の よ う に み て み る と， 確
か に 本 件 協 定 は 損 失 補 償 と い う 用 語 を 用

い． そ れ に 沿 う か の よ う な 形 式， 体 裁 が と ら れ て い る が． そ の 実 質 的

な内容 は ｒ毎年度川 暗市特別会 計予算に定める損失補償額」 （１条）

を貸付限度とする債務の保証 （根保証） と特段の差異はないものとい

え る。 こ の よ う な 内 容 の 本 件 協 定 を 保 証 契 約 と い う か， 損 失 補 償 契 約

と い う か は， あ る 意 味 で は 呼 ぴ 方， 用 語 の 間 題 で あ り、 そ の 法 偉 構 成

を， 主 債 務 者
が 弁 済 を し な い 場 合 に， 第 三 者

が 主 債 務 者 に 代 わ っ て 履

行 をす るといって も （保証契約）， 未収貸付金を損失と して， 主債務

者が弁済しない場合に．第 三者がその損失を楠て んするといっても（損

失 補 償 契 約）， そ の 実 質 に 特 段 の 変 わ り
が あ る と は 認 め 難 い。

け〕 被 告 は， 損 失 補 償 契 約 と 保 証 契 約 と は 法 的 性 質 が 異 な り、 本 件 協 定 は

損失補償契約であるから， 保 証
契約と向視する土とはできない趣旨を主

張 す る。

しかし，
一般的に損 失補償契約ないし損害担保契約といわれる契約に

は 種 々 の 形 態、 内 容 の も の が あ る の で あ っ て， こ れ を 抽 象 化 し て 保 証 契

約との異同を論じることは． 本件においてあまり意
味のあることではな
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い。 要 は， 本 件 協 定 が い か な る 実 質 的 な 内 容 を 有 し て い る の か， ま た，

それゆえに財政援助制限法が規定する 「保証契約」 に該当 しないと解 し

得るのかということなのであるから， このような観点
から被 告が指摘す

る 点 を 検 討 して み る。

ａ ま ず． 被 告 は， 損 失 補 償 契 約 は 保 証 契 約 と は 異 な り． 損 害 が 生 じ て

初 め て 補 て ん す ぺ き 義 務 が 生 じ る も の で あ り， 主 債
務 者 が 破 産 した と

か， 客 観 的 に 債 権 の 回 収 が ほ と ん ど 見 込 め な い 場 合 に な っ て 初 め て 損

害， ひ い て は 損 失 補 償 義 務 が 生 じ る 旨 主 張 す る。

し か し， 本 件 協 定 で は， 既 に 述 ぺ た と お り． 訴 外 会 社 が 本 件 各 金 融

機関からの催告にもかかわらず， 最終弁済期後３か月内に債務全額を

弁 済 しな か っ た り （５ 条 ２ 項〕， 解 散 等 に よ り 期 限 の 利 益 を 失 っ た 場

合 （同 条 ３ 項） に， 本 件 各 金 融 徽 関 は 川 崎
市 に そ の 被 っ た 損 失 （未 収

貸付金及び利息） の補償を言育求 し， その場合， 川崎市は遅 滞なく損失

補償金を本件各金融機関に交付ナる （同条４項） とされてい る。 した

が っ て， 川 崎 市 が 損 失 補 債 金 を 交 付 す る に つ い て， 本 件 各 金 融 機 関 の

訴 外 会 祉 に 対 す る 貸 付 債 権 が 回 収 不 能 と い っ た 状 況 に あ る こ と が 要 件

と さ れ て い る わ け で は な い し． そ の 補 債 す ぺ き 金 額 も， 川 崎 市 特 別 会

計 予 算 に 定 め る 損 失 補 債 額 を 限 度’と す る と い う 制 約 は あ る も の の， 訴

外 会 杜 が 弁 済 す ぺ き 金 額 と 異 な る も の で は な い。 し て み れ
ば
，
上 記 指

摘 の 観 点 か ら し て、 本 件 協 定 を も っ て 保 証 契 約 と は 異 な る 実 質 を 有 す

る 契 約 で あ る と い う こ と は 困 難 で あ る。

ｂ 次に， 被告は， 損失 補債 契約は主たる債務の存在を前提と しない独
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立 の 契 約 で あ る と 主 張 す る。

確かに． 一般に損失補償契約ない し損害担保契約と呼ばれ る契約の

中には主たる債務の存在を前提と しないもの也存在するが， 本
件協定

は， 上 記 の と お り， 訴 外 会 社 が
『主 償 務 全 額 を 弁 済 しな か っ た と き」，

川 崎市は本伜各金融機関に 『主債務残高と利息の合計額」 を補償する

も の．と さ れ て
お り，

訴 外 会 杜 の 債 務， す な わ ち 主 た る 債 務 の 存 在 す る

こ と が 前 提 と な っ て い る こ と は 明 ら か で あ る。

被告の上記主張は， 川崎市が本件協定に基づいて負担す る損失補債

債務が付従牲のないものであることを指挿するものとも考 えられる。

本 件 協 定 は こ の 点 に っ い て 明 確 な 定 め を 欠 い て い る が， 本 件 協 定 を

締緒するに至った経緯や本件協定全体の趣旨に照らすなら ば， 成
立に

お け る 付 従 性 に つ い て い え ば， 本 件 協 定 に お い て は． 訴 外 会 杜 に 対 す

る融資がなけれぱ本件各金融機関に損失が発生することはなく， 損失

補 債 義 務 が 発 生 す る こ と も な い し， ま た， 川 崎 市 は， 訴 外 会 社
が 『主

債務全額を弁済しなかったとき」 （５条 ２項） に本件各金融機関に損

失を補債するものとされていることに照らすならば， 主たる 債務にっ

き無劾． 取消事由が存する場合でも損失補債義
務があるとす るのが当

事 者 の 意 思 で あ る と は 考 え 難 い。

ま た、 民 法 ４ ４ ８ 条 と の 関 係 に っ い て み て も， 川 崎
市 は 訴 外 会 杜 が

弁済しなかった額を損失として補債するという以上， 損失楠償義務の

内容が訴外会杜の債務よりも重＜ なることはないし， 本件協
定におい

ては， 訴
外会杜に対する融資額は， 毎年

度川崎 市特別会計予算に定め
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る川 崎市の損失補債 額を限度とするとされており，
川崎市が 閲知しな

いと ころで同市が損失補債をすぺき訴外会杜に対する融資額が増大す

る と い う こ と も な い。

な お， 被 皆 は， 保 証 契 約 で は， 保 証 人 は 主
債 務 者 が 履 行 し な か っ た

す ぺ て の 債 務 に っ い て 責 任 を 負 う が、 損 失
補 償 契 約 は， 損 失 の 一 定 割

合 又 は そ の 一 部 に つ い て 責 任 を 負 う と す る こ と が で き， 主 債 務 の 限 度

額 を 超 え な い か ら と い っ て， 実 体 は 保 証 契 約 で あ る と い う こ と は で き

な い と 主 張 す る が． 保 証 契 約 に あ っ て も， い わ ゆ る 一 部
凛 証 は 許 容 さ

れ 得 る 也 の で あ る か ら， 被 告 の 主 張 は 当 を 得 な い。

以上のとおり， 付従性の観点 からみても本件協
定が保証契約とは異

なる実質を有するとい う根 拠は見いだし難い。

Ｃ な お，
求 償 権 の 点 に つ い て は， 被 告 も 本

件 協 定 に 基 づ く 損 失 補 償 金

に つ い て 訴 外 会 杜 に 求 債 で き な い と は 主 張 し て い な い （前 記 第 ２， ２

（４〕の と お り，
一
川 崎 市 は 本 件 協 定 に 基 づ く 求 償 楮 を 有 す る と し て 訴 外 会

杜 の 破 産 手 続 開 始 の 中 立 て を 行 っ て い る。）。

ｄ 以 上 に よ れ ば， 被 告 の 指 摘 す る 点 を 検 討 し て み て も， 本 件 協 定 が 保

証契 約とは異なる契約であるとするだけの実質的な根拠はないものと

い う ぺ き で あ る。

ウ 地方公共団体における実務上の扱い等について

同 以 上 の よ う に． 本 件 協 定 は 典 型 的 な 民 法
上 の 保 証 契 約 と は い え な い に

し て も， そ の 内 容． 実 質 に お い て 同 契 約 と 特 段 に 異 な る と こ ろ は な い も

の と い う ぺ き で あ る。
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ところで， 川崎市及び本件各
金融機関は本件協定において債務保証と

い う文言を避け，
「損失補償」 という文言を使用 し， 本件各 金融機関に

生 じ た 損 失 を 補 て ん す る と い う 法 形 式 を と っ て お りＩ こ れ
に よ れ ばＩ 上

記当事者は保証契約ではなく， 損失楠償契約を
締結 し一ようとの意図であ

っ た も の と 認 め ら れ る。 そ し て， 被 告
が 指 摘 す る よ う に． 本 件 協 定 の よ

うな内容， 形式でもって地
方自治体が法人の債務について損失補償契約

を締緒することぽ、 本件の場合だけではなく 全国
的に広く行われている

も の と 認 め ら れ る （甲 ７ ８，
乙 ３ ５， ４ ２，

５ ４）
。

そこで． このような取扱いが財政援助制限
法の許容するところである

か ど う か を 検 討 す る。

用 ある法人が公共性， 公益性の高い
事業を行う場合で， 当該事業が本来

的には地方公共団体が行うにふさ わしいものである等の一定の事精があ

る 場 合 に，
地 方 公 共 団 体 が 当 該 事 業 を 支 援 す る 目 的 で， 一 定 の 責 任 を 負

う こ と を 約 し た と し て も． そ の こ と 白 体 は 特 に 不 当 な こ と で は
な い と い

え る。 そ し て， い わ ゆ る 第 三 セ ク タ
ー 方 式 で 設 立 し た 法 人 等 に つ い て、

上記のような支援を必要とする場合が少なくないことも容易に推測さ札

る
。

ま た， 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 た だ し 書 は，
「財 務 大 臣 （地 方 公 共 団 体 の

す る 保 証 契 約 に あ っ て は． 総 務 大 臣） の 指 定 す る 会 杜 そ の 他 の 法 人 の 借

務 に っ い て は， こ の 限 り で な い。」 （本 件 協 定 締 結 当
時 は 大 蔵 大 臣 及 ぴ

自治大 臣の指定） と規定しており，
財政援助制限法も’定の場合に地方

公共団体が法人の債務 について保証契約を締緒することを許容 している
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と い え る
。

し か し な が ら． 実 際 に は 上 記 指 定 制 度 は 活 用
さ れ て お ら ず， そ の

一 方

で、 自 治 省 行 政 誤 長 に よ る 昭 和 ２ ９ 年 ５ 月 １ ２ 日
付 け の 「損 失 補 債 に っ

い て は、 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 規 制 す る と こ ろ で
は な い も の と 解 す る。」

．
と い う 回 答 （白 丁 行 発 第 ６ ５ 号。 乙 ５ ３） が あ る こ と 等 と 相 ま っ て， 地

方公共団体において は広く 上記のような損失補償契約が締 緒されてお

り， 本件においても同様の事情から本件協定が締緒されたものと考えら

れ る。

（ヴ 上記のように． 地方公共団体が保証契約ないし損失補債契 約を行う実

際 的 な 必 要 が あ る こ と は 否 定 で き な い と し て， そ の 場 合 に， 現 に 財 碑 援

助制限法３条が有効な法律として存在 し， 政府又 は地
方公共団体の不確

定 な 債 務 の 増 加 を 防 止 し、 財 政 の 健 全 化 を 図 る と い う 目 的 に
’ 定 の 合 理

性 が 認 め ら れ る 以 上， 地 方 公 共 団 体 が こ れ に 反 し て よ い と す る 理 由 は 見

い だ し に く い。 同
条 は、 上 記 の よ う に， そ の

た だ し 書 に お い て 例 外 的 に

保 証 契 約 を 許 容 す る 余 地 を 認 め て い る の で あ っ て、 必 要 が あ る な ら ぱ こ

の手続に則って総務大臣の指定を受けるのが筋であって， この指定を受

けずに． 実質的に保証契約と変わるとこ ろのない契約を損失補償契約と

称 し て 締 結 す る と い う こ と は， 同 条 の 規 制 を 潜 脱 す る も の と い
わ ざ る を

得 な い
。

財政援助制限法３条は法人の債務の保証を対象としているが， 法人の

事 業 に は． 公 益 性 の 強 い も の か ら た ん な る 営 利 日 的 の 也 の ま で 種 々 の も

の が あ り， 地 方 公 共 団 体 と の 関 わ り 合 い の 程 度 も 様 々 で あ る。 地 方 公 共
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団体が法人の行う事業の内容に関係なく保証契約を締結すれ ぱ， 同条の

目 的 と す る 財 政 の 健 全 化 は 図 ら れ な い こ と か ら．
’ 同 条 は 地 方 公 共 団 体 が

保 証 契 約 を 締 結 し て よ い 法 人 の 債 務 で あ る か ど う か， ま た． 保 証 契 約 を

締結する必要があるかどうかといったことを総務大臣の判断にゆだねた

も の と 解 さ れ る。 そ し て， そ れ と は 別 に 立 法 上 の 措 置 と し て， 公 有 地 の

拡 大 の 推 進 に 関 す る 法 俸 ２ ５ 条． 地 方 道 路 公 杜 法 ２ ８ 条１ 都 市 再 開 発 法

１ １ ６ 条 等 に お い て は， 同 条 の 例 外 と し て． 地
方 公 共 団 体 が 一 定 の 法 人

去の他の団体の債務を保証することができる旨が定められてい るものと

い え る
。

そ う す る と， 総 務 大 臣 の 指 定 を 受 け て お ら ず， 特 別 法 に お い て 許 容 す

ぺき規定もない法人め債務について，財政援助制限法３条本文のとおり，

地方公共団体は保証契約をしてはならないと解ずること に特段 の不都合

が あ る と は 認 め ら ん な い。

被告が， 上記アのように財政援助制 限法が既に存在理由を失っている

と 主 張 し 下 い る の は。同 法 を 存 続 さ せ る ぺ き 理 由 に 乏 し い こ と を 根 拠 に，

同法３条に規定する 「保証契約」 の意味するところを限定的に， す
なわ

ち典型的な保証契約に限って禁止されていると解すぺき であるとの趣旨

を 含 む も の と 解 さ れ る。 し か し な が ら， 同 法 を な お 存 続 さ せ る
ぺ き か 否

か は 立 法 政 策 あ 問 題 と い う ぺ き で あ る し， 前 述 し た よ う に． 同 法 の 制 定

目的に政府又は地方公共団体の不確定な債務の増加を防止し． その財政

の 健 全 化 を 図 る と い っ た こ と も 含 ま れ て い る と す れ ば， 一 概 に 同 法 の 存

在 理 由 が 乏 し い と も い い 切 れ な い の で あ っ て． 上 記 に み た よ う な 同 法 の
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仕組みからすれぱ同法３条の 「保証契約」 を特に限定的に解 しなけれぱ

な ら な い と い う だ け の 根 拠 も 認 め ら れ な い と い う ぺ き で あ る。

目 被 告 は．地 方 自 治 法 １ ９ ９ 条 ７ 項 前 段 や ２ ２ １ 条 ３ 項 の 規 定 を 挙 げ て，

地方公 共団体が損失補債契約をすることは地方自治法上も認め られてい

一
る 旨 を 主 張 す る

。

し か し． 財 政 援 助 制 限 法
が 有 効 に 存 続 し て い る と し て も． 地 方 公 共 団

休の行うすぺての保証契約や損失補償契約が禁止されているわけではな

い か ら． 地 方 自 治 法 に 被 告 が 指 摘 す る よ う な 規 定 が あ る こ と は， 必 ず し

屯同法が本件協定のような契約を許蓉 しているという根 拠にはならない

（被告のような論法によれば， 同法２２１条３項の規定 から保証契約一

般 が 許 容 さ れ て い る と い う こ と に な る が， そ れ が 不 当 で あ る こ と は 明 ら

か で あ る し， 被 告 も そ こ ま で は 主 張 し て い な い。）。

工 小括

以 上 検 討 し た こ と か ら す る と， 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 は 政 府 又 は 地 方 公 共

団 体 が ｒ法 人 の 債 務」 に っ い て ｒ保 証 契 約」 を す る こ と を 禁 じ て お り， こ

こにいう 『保証契約」 に民法上の保証契約が含まれることは明らかである

が， 前 述 し た 同 条 の 趣 旨 か ら す る と， こ れ に 類 し 同 様 の 棚 能， 実 質 を 有 す

る合意も同条の規制に服するものと解するのが相当である。

本 件 協 定 は， 民 法 上 の 保 証 契 約 と は い え な い ま で 也， そ れ と 同 様 の 機 能，

実 質 を 有 す る 也 の で あ っ て、 同 条 に よ一る 規 制 を 潜 脱 す る も の と い う ほ か は

な く． 同 条 に 反 す る 也 の と し て 連 法 な も の と 解 す る の が 相 当 で あ る。

（２〕 財政援助制限法３条に遠反 して締結さ れた契約の効力にっいて
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被 告 は， 本 件 協 定 が 財 政 援 助 制 限 法 に 違 反 し， 遠 法 で あ っ た と し て
も
， こ

れ を 私 法 上 無 効 で あ る と い う こ と は で き な い 旨 主 張 す る。

ア 財政援助制限法は， 同法３条に違反 した契約の効カ について 具体的な規

定 を 置 い て い な い。

しかしながら， 同条は政府又は地方公共団体の法人に対する財政援助に

規制を加える観点から， 政府又は地方公共団体の外部的行動そのものを制

限した規定であるから，
たんなる行政内部における手続規定と は解されな

いし． 同条に遠反 してされた契約 の効力に影響を及ぽさない訓示 規定ない

し 注 意 規 定 で あ る と 解 す る の も 相 当 で な い。 し た が っ て， 同 条 は 契 約 の 効

カを定めた効カ規定であると解するのが早も自然な解釈であるというぺき

である；

イ 以上 のことからすれぱ， 本件協定は財政援助制限法３条に連反 し無効で

あ る と い う ほ か は な い。

被 告 は， 上 記 主 張 の 根 拠 と し て 最 高 裁 判 所 昭 和 ６ ２ 年 ５ 月 １ ９ 目 第 三 小

法 廷 判 決 （民 集 ４ １ 巻 ４ 号 ６ ８ ７ 頁） の 判 示 を 引 用 す る が． こ れ は． 専 ら

契約 方法という手続的な側面から規 定された， 随意契約の制限に関する法

令 に 違 反 し た 契 約 の 効 カ に つ い て 判 断 し た も の で あ り， 本 件 と は 事 案 が 異 ・

な る も の で あ っ て， 同 事 件 に お い て 間 題 と な っ た 法 令 と 財 政 援 助 制 限 法 ３

条の性質や趣旨等の相違に照らせば， 財政援助制限法３条に反す る契約の

効 カ を 同 様 に 諭 じ る こ と は で き な い。

ウ し た が っ て， 本 件 協 定 は 私 法 上 無 効 で あ っ て， 本 件 の 支 出 命 令 及 ぴ 支 出

は． 無効な支出負担行為に基づいて されたも。のと して違法である （なお，
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本伜支出命令及ぴ菜出は． 直接的には本伜和解契約の履行と して されてい

る が
．
・こ の 点 に つ い て は 後 に 触 れ る。

）
。

（３〕 阿部 市長の買任について

前記のとおり． 本件の支出命令は無効な支出負担行為を前提と して発せ ら

れ た も の で あ り． 客 嶺 的 に は 遠 法 な も の で あ る。

そ こ で． こ の よ う な 支 出 命 令 を 発 し た 阿 部 市 長 の 責 任 が 問 題 と な る が． こ

の 点 に つ い て は， 被 告 が 主 張 し て い る よ う に、 上 記 支 出 命 令 が 発 せ ら れ た 平

成１７年１月当時においては， 損 失補債契約を締結することは財政援助制限

法 ３ 条 に 反 し な い 旨 の 自 治 省 行 政 礫 長 の 回 答 （乙 ５ ３） を 前 提 と
一
し て， そ の

よ う な 理 解 が 広 く 受 け 入 れ ら れ 七 い た と い え る。 そ し て， 地 方 公 共 団 体 に お

いて本件協定のような損 失補慣契約は広く利用されていたし， 裁判例 として

も こ れ を 適 法 と す る も の が あ っ た （乙 ４ ３）。

上記のような事情にかんがみる ならば， 阿部市長が本件協定を有効なもの

と 考 え． こ れ を 前 提 と す る 支 出 命 令 を 発 し た と し て も， そ の 貫 め に 帰 す こ と

の で き な い， や む を 得 な い 事 情 が あ っ た も の と 認 め る の が 相 当 で あ り， そ の

点 に 故 意， 過 失 が あ っ た と も 認 め ら れ な い。

ω 本件各金融機関に対する返還言育求 にろいて

ア 上 記 の と お り， 本 件 協 定 は 遠 法． 無 効 な も の で あ り， こ れ を 前 提 と す る

本 件 損 失 補 償 金 の 支 払 は 法 律 上 の 原 因 を 欠 く も の で あ る。

しかし， 現時点で， 川崎市が本件各金融機関に対して既に支払われたこ

れら本件損失補償金を不当利得 として返還を求め得るかというこ とになる

と， こ の 点 に っ い て は 重 大 な 疑 義 が あ る と い わ ざ る を 得 な い。
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イ す な わ ち
，
証 拠 （甲 １

，
２， ４．

２ ３ な い し ２ ５
．
３ ２
，
３ ９
．
６ ２ な

い し ６ ４
，
６ ９
．
７ ５ な い し ７ ７．

８ ９’
，
乙 ８ な い し １ ３

，
２ ４
，
３ ７
，

３ ８， ４ ０） 及 ぴ 弁 論 の
全 趣 旨 に よ れ ば． 従 前 か ら， 川 崎 市 （川 崎 港 港 湾

管理者） は， 社団法人日本港湾協会及び株
式会杜野村総合研究所による調

査結果等を踏まえ， 東京
湾におけるコンテナ貨物量が増大することを予測

し， 川 崎 港 に コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル を 整 備 す る こ と を
計 画 して い た こ と， 川

崎 市 は， 川 崎 港 振 興 協 会 内 の コ ン テ
ナ 間 題 検 討 委 員 会， 川 崎 港 運 協 会 及 ぴ

川 崎 商 工 会 議 所 の 意 見 や 要 望 も あ っ て、 コ ン テ ナ タ
ー ミ ナ ル の 管 理 運 営 は

第三セクター方式により設立された株式会杜により運営されるのが望ま し

い と 判 断 して． 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０
．
日 に 訴 外 会 杜 が 設 立 さ れ た こ と， 訴 外 会

杜においては市職員がその取締役及ぴ監査役等を務め， 川崎市は． 設立後

赤 字 経 営 が 続 ＜ 同 杜 に 対 し て， 荷 さ ば き 地 使 用 料， ガ ン ト リ
ー ク レ ー ン 使

用 料， ふ 頭 用 地 使 用 料， 荷 役
機 械 置 場 使 用 料， ゲ ー ト 関 連 施 設 使 用 料， メ

ー

ン テ ナ ン ス ショ ッ プ 使 用 料， 電 気 施 設 使 用
料 等 の 減 額 及 び 免 除 を 行 う 等．

様々 な経営支援を行う一方で， 本件各金融機関に対 して訴外会杜への融資

を 要 請 し た こ と， 本 件 各 金 融 機 関 は，
前 記 第 ２， ２（２ 吸 ぴ（３〕の と お り， 川

崎市と の間で本件協定を締結 し， 同協定
友 ぴ乍の後に川崎市が何度にもわ

たり発 行した経営指導念書を前提として， 訴外会杜に対 して本件貸付を含

む 総 額 ５ ４ 億 円 に も 及 ぶ 貸 付 を 実 行 し た こ と が， そ れ ぞ れ 認 め ら れ る。

上 記 の よ う に． 訴 外 会 杜 の 設 立 及 ぴ そ の 後 の 運 営 に つ い て は 川 崎
市 が 深

く関与 しており１ 同事業は川 崎市が主体的に推
進してきたものといっても

過 言 で は な い。 そ し て、 そ の 過 程 に お い て， 本 件 各 金 融 機 関 は 川 崎 市 か ら

．６１． 横 浜 地 方 裁 判 所

の 要 請 に 基 づ い て， 同
市 と の 間 で 本 俳 協 定 を 締 結 し た 上 で 訴 外 会 杜 へ の 専

業 資 金 の 貸 付 け を 開 始 し た の で あ り， 川 崎 市 及 ぴ 本
件 各 金 融 機 関 が そ の 効

カ を 疑 っ て い た よ う な 形 跡 は な い し， そ の 点 に つ き 双
方 に 貢 め ら れ る ぺ き

点 が あ っ た と も い え な い。 加 え て． 川 崎
市 は 本 件 協 定 の 締 結 は ち と よ り１

本件損失補償金の支払にっ いても市議会の正式な決議を経ており， 本伜損

失 補 償 金 は 既 に 本 伜 各 金＝融 機 閲 に 対 し て 支 払 済 み で あ っ て， そ の 総 額 が ９

億 円 と い う 多 額 に 上 る こ と か ら す れ ぱ。 そ の 返
還 を 認 め る こ と は 川 崎 市 を

信頼 して融資を継続してき た本件各金融機閲に対 して予期 しない多大の損

害 を 被 ら せ る こ と に な る こ と は 明 ら か で あ る。 こ の よ う な 事 態 は。 上 記 の

ように， 川崎市が主体的に 訴
外会杜への融資を要謂し， 本件協定を締結 し

て 一 定 の 限 度 ま で は 資 任 を 負 う 旨 を 明 ら か に し て き た こ と．
に 照 ら す な ら

ば， 著 し く 信 義 に 反 す る こ と と い わ な け
れ ば な ら な い。

以上のような諸事情に照 らすなＦ ば． 本件損失補償
金が緒局は川崎市民

の 負 担 に 帰 す る こ と に な る こ と を 考 慮 し た と し て 也， 川 崎 市 が 本 件 各 金 融

機関に対して本件損失補償 金め返還 を求めることは信義則に照ら して許さ

れ な い も の と 解 さ れ る。 し た
が っ て， 原 告 の 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し て 本 件

損失補償金の返遺を請求する よう求 める訴えも棄却すぺきということにな

る
。

ウ な お． 本 件 損 失 補 償 金 は， 直
接 的 に は 本 伜 和 解 契 約 を 原 因 と し て 支 出 さ

れ て い る （前 記 第 ２． ２（５）） の で， こ の
点 に っ い て 付 言 す る。

本件和解契約が互いの譲歩に基づく民法上の和解契約であるとすれぱ、

本件協定の有効， 無熱に
かかわらず本件各金融機関には不当利得は発生し

．６２一
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な い と い う こ と も 考 え ら れ な い で は な い。 こ の
点， も と も と 本 件 協 定 に 基

づいて川崎市が負担していた損失補償債務の額は， 平成６年皮川 崎市特別

会計予算に定められた損失補償額 （９億円） を限度とする融資 額 （寒際に

は総額８億円）． 未払利 息及 ぴ遅 滞利息の合計額とされており （本件協定

１条， ５条４項）． それ らを合計 すると訴外会杜の破産廃止決 定がされた

時 点 で １ ０ 億 ０ ９ ６ ５ 万 ６ １ ６ ４ 円 で あ っ た と い う の で あ り， そ の 貸 付 状

況等にっいて川崎市と本件各金融機 関の問で争いがあったよう には見受け

ら れ な い し， 川 崎 市 が 総 額 で ９ 億 円 を 下 回 る 損 失 楠 償 額 を 主 張 し て い た わ

け で も な い。 し た が っ て， 本 件 和 解 契 約 は， 川 崎 市 に お い て 何 ら か の 譲 歩

を し た わ け で は な く，本 件 各 金 融 機 関 の み が 一 方 的 に 債 権 の 一 部 を 放 棄 し，

支 払 に つ い て 猶 予 を 与 え る と い う 内 容 の も の で あ る。 し た が っ
一
て， 本 件 和

解琴約は民法上の和解契約として の実質を有するものではなく， 本件協定

を前提として， その履行方法を合意 したにすぎないものと認めるのが相当

セ あ る。

第６ 緒諭

以 上 の 次 第 で あ っ て， 本 件 訴 え の う ち， 高 橋 元 市 長 に 対 し て 損 害 賠 償 の 請 求

を す る よ う 求 め る 訴 え は 不 適 法 で あ る か ら 却 下 し． 阿 部 市 長 に 対 し て 損 害 賠 債

の請求をするよう求める請求及ぴ本件各金融機関に対して本件損失補償金の返

還を求める請求はいずれも理由がないから棄却することと し， 訴訟 費用 の負担

に つ い て 行 政 事 件 訴 訟 法 ７ 条、 民 事 訴 訟 法 ６ １ 条 を 適 用 し て， 主 文 の と お り 判

決 す る。

横浜地方裁判所第１民事部

．６３． 横 浜 地 方 裁 判 所

裁判長裁判官 河 村 吉 晃

裁判官 植 村 京 子

裁判官 高 橋 心 平

戸
し
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